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1. 適用の範囲 

 

本要領は、浜松市土木部が管理する横断歩道橋の定期点検に適用する。 

なお、本要領は、定期点検に関して標準的な内容や現時点の知見で予見できる注意事項

等について規定したものである。一方、変状の状況は、横断歩道橋の構造形式、交通量及

び供用年数、周辺環境等によって千差万別である｡このため、実際の点検にあたっては、

本要領に基づき、個々の横断歩道橋の状況に応じて定期点検の目的が達成されるよう、充

分な検討を行う必要がある。 

適時適切な点検等の実施について協力を求めるものとする。 

なお、横断歩道橋の管理者以外の者が管理する占用物件については、別途、占用事業者

へ適時適切な点検等の実施について協力を求めるものとする。 

 

 

  

本要領は、浜松市土木部が管理する横断歩道橋の定期点検に適用する。 
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2. 定期点検の目的 

 

 

定期点検は、予め一定の期間を定めて定期的に行われるものである。更に、巡回等に併

せて日常的に行われる日常点検や特定の事象に特化した特定点検など他の点検と情報を共

有しながら適切に行われる必要があり、定期点検の実施にあたっても目的を十分に理解し

た上で、他の点検結果を踏まえて効率的かつ効果的に行うことが重要である。 

また、横断歩道橋に附属している標識、照明施設等の支柱や取付部等については、横断

歩道橋の点検にあわせて外観目視による点検を行うことを基本とする。ただし、附属物と

しての点検については、「附属物（標識、照明施設等）点検要領 国土交通省道路局国道・

防災課」（令和６年９月）により行うものとする。 

点検では、耐荷性能に着目した、次回の定期点検で再度状態の把握が行われるまでの間

に想定する状況において通常又は道路管理者が想定する横断者の利用条件での利用が適切

に行いうる状態かどうかという主に横断歩道橋の機能に着目した構造物としての物理的状

態と構造安全性の評価、耐久性能に着目した、横断歩道橋の予防保全の必要性や長寿命化

の実現などの観点からの経年的劣化に対する評価、及び、使用目的との適合性に着目した、

横断歩道橋本体や付属物等からの部材片や部品の落下などによる横断歩道橋利用者や第三

者への被害発生の可能性の観点からの評価、並びに、次回の定期点検までに行われること

が望ましいと考えられる措置などに関して、法定点検を行うに足ると認められる程度の知

識と技能を有する者からの技術的な見解を得る。ここに、定期点検において検討される措

置には、定期的あるいは常時の監視、横断歩道橋の機能や耐久性等を維持又は回復するた

めの補修や補強などの維持、修繕のほか、撤去や緊急に措置を講じることができない場合

などの対応として、通行規制・通行止めが含まれる。また、これらの情報に基づき、本要

領に定める「健全性の診断の区分」のいずれに該当するのかの判断を決定する。 

また、定期点検では、適宜適切な維持管理を行うために、法定事項である横断歩道橋毎

の健全性の診断と合わせて、緊急対応の必要性、維持工事等での対応や詳細調査又は追跡

調査の必要性についても整理し、記録を残す。 

ただし、緊急対応の必要があると判定した場合は、当然ながら直ちに対応し、その対応

を記録する。そして緊急対応を踏まえた措置の必要性について再検討を行い、本格的な維

定期点検は、横断歩道橋の各部材の状態を把握、診断し、当該横断歩道橋に必要な

措置を特定するために必要な情報を得るためのものであり、安全で円滑な交通の確

保、沿道や第三者への被害の防止を図るため等の横断歩道橋に係る維持管理を適切に

行うために必要な情報を得ることを目的に実施する。 

定期点検では、損傷状況の把握、横断歩道橋の性能に関する技術的な評価、横断歩

道橋毎の健全性の診断の区分の決定を行い、これらの結果の記録を行う｡ 
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持・補修等の計画の策定に移る。 

維持工事で対応すると判定した場合は、維持・補修等の計画を踏まえたうえで、早急に

行うこととする。 

詳細調査及び追跡調査の必要性があると判定した場合、その詳細調査を実施した結果を

踏まえて、又は、その追跡調査を実施して損傷の進行状況を監視した場合はその監視の結

果を踏まえて、健全性の診断の区分の再判定を行う。 

第三者の安全確保の観点からは、うき・剥離や腐食片・塗膜片等に対して定期点検の際

に応急的に措置を実施することが望ましく、定期点検では、第三者被害の可能性のある損

傷に対しては、発見された損傷に対する応急措置が行われるようにする。 
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3．定期点検の頻度 

 

 

①初回点検 

定期点検の初回（初回点検）は、横断歩道橋完成時点では必ずしも顕在化しない不良

箇所など横断歩道橋の初期損傷を早期に発見することと、横断歩道橋の初期状態を把握

してその後の損傷の進展過程を明らかにすることを目的としている。初期損傷の多くが

供用開始後概ね 2 年程度の間に現れるといわれており、点検結果でも次のような例が報

告されていることから、供用開始後２年以内に行うものとした。 

・施工品質が問題となって生じた損傷 

例：塗装のはがれ（当てきず）、塗膜厚不足によるボルトねじ部の変色、床版防水工

の不良による上フランジ突端部の腐食、局部的な防食機能の劣化、円筒型枠の

不良によるひびわれ、乾燥収縮や締め固め不足による床版や主桁のひびわれ、

防水工の不良による漏水・遊離石灰、ゴム支承の設置不良、ボルトのゆるみ 

その他、初期欠陥の代表的なものの例には、次のようなものがある。 

・設計上の配慮不足や環境との不適合によって生じることのある損傷 

例：異種金属接触による異常腐食、耐候性鋼材の異常腐食、排水不良 

・その他不測の現象や複合的な要因によって生じることのある損傷 

例：風による部材の振動及びそれによる損傷、交通振動の発現、床版などコンクリ 

ート部材のひびわれ 

将来の維持管理の合理化に資すると考えられる情報を記録し、供用期間中の維持管

理に用いることが可能となるよう保存されるように、初回点検時には、例えば、建設

時に火災や地震などの災害を被った場合の被災履歴や復旧の記録、施工にあたって必

要となった構造細部の変更（例えば、吊り足場用金具の溶接）や補修の履歴（例えば、

桁吊り上げ用治具の後埋めコンクリート）、用いられた材料の仕様など、今後当該横断

歩道橋の維持管理を行う上で必要となることが想定される記録が漏れなく引き継がれ

ていなければならない。また、横断歩道橋に関する各種のデータが当該横断歩道橋の

現在の状態を示す初期値として適切なものでなければならない。このためには、工事

記録（出来形管理、品質管理、写真管理等）はできるだけ確実に保管することが望ま

しい。初期損傷の発生時期特定のためにも、本要領に準じた点検を工事完成時に実施

し、記録することが有効である。なお、完成時に本要領に準じた点検を実施した場合

であっても、これは初回点検ではないので、供用開始後 2年以内の初回点検は必要で

ある。 

既設の横断歩道橋であっても、拡幅などの大規模な改築あるいは連続化など横断歩

定期点検は、供用開始後 2年以内に初回を行い、2回目以降は、5年に 1回の頻度で

行うことを基本とする。 
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道橋の構造に大きな変更を伴うような工事が行われた場合には、所定の点検頻度によ

ることなく、2年以内に初回点検を計画するのがよい。 

 

 ②定期点検 

定期点検は、横断歩道橋の最新の状態を把握するとともに、次回の定期点検までに必

要な措置等の判断を行う上で必要な情報を得るために行う。 

横断歩道橋の環境条件、供用年数、材質、構造形式、交通量等により損傷の発生状況

は異なるため、各種点検結果や横断歩道橋の架設状況によっては 5年より短い間隔で点

検することを妨げるものではない。 

一方、横断歩道橋の点検を正確に５年の間隔を置いて実施することは難しい場合も考

えられる。そのため、不測の事態ややむを得ない場合においては、各横断歩道橋に対し

て点検間隔は５年を大きく超えないように実施する必要がある。 
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4．定期点検計画 

 

 

(1)の解説 

定期点検を効率的かつ適切に行うためには、作成する実施計画の内容の整合を図り、

また、必要に応じて、実施計画の内容に関して相互調整を図る必要がある。また、安

全かつ円滑な現地作業の実施の観点から、道路管理者は、少なくとも以下の事項は共

通して整理されていることを確認する必要がある。 

 

①管理者協議 

定期点検の実施にあたり、鉄道会社、河川管理者、公安委員会及び他の道路管理

者等との協議が必要な場合には、円滑に定期点検が行えるように協議に関する事項

を記載する。 

②安全対策 

定期点検は供用下で行うことが多いことから道路交通、第三者及び定期点検に従

事する者の安全確保を第一に、労働基準法、労働安全衛生法、その他関連法規を遵

守するとともに、現地の状況を踏まえた適切な安全対策について、実施計画に盛り

込むものとする。 

主な留意事項は次のとおりである。 

・高さ 2m 以上の箇所で作業を行う場合、点検に従事する者は必ず墜落制止用器

具を使用する。 

・足場、手すり、ヘルメット、墜落制止用器具の点検を始業前に必ず行う。 

・足場、通路等は常に整理整頓し、安全通路の確保に努める。 

・道路あるいは通路上での作業には、必ず安全チョッキを着用し、必要に応じて

交通誘導員を配置し、作業区域への第三者の立ち入りを防止する。 

(1) 道路管理者は、当該横断歩道橋について適切かつ効率的な定期点検が実施され

るよう、「6.点検・診断」、「7.横断歩道橋利用者及び第三者被害の予防」及び

「8.状態の記録」で作成する実施計画の内容の整合を図り、また、必要に応じ

て、各実施計画の内容に関して相互調整を図るものとする。 

(2) 当該横断歩道橋の定期点検の実施にあたり、作成された実施計画は、横断歩道

橋を供用している期間は保存する。また、計画に変更があった場合には、その

経緯と内容を適切に記録し、保存する。 

(3) 道路管理者は、点検・診断、横断歩道橋利用者及び第三者被害の予防、維持管

理や分析に資する必要なデータの記録に対して、それぞれ必要な知識と技能を

有する者による体制で行われるようにしなければならない。 
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・高所作業では、用具等を落下させないようにストラップ等で結ぶ等、十分注意

する。 

・密閉場所で作業する場合は、酸欠状態等を調査のうえ実施する。 

・現地で作業に従事する際には、通常、桁下等に自動車交通や列車交通があるこ

とから、「道路工事保安施設設置基準(案)」に基づき、これらに十分留意し、

安全を確保して作業を行う。 

③緊急連絡体制 

事故等の発生時の緊急連絡体制を構築する。定期点検に従事する者から、調査職

員、警察署、救急指定病院等へ連絡する場合の手順を明らかにしておく。 

④工程 

定期点検を適切に行うために、点検順序、必要日数あるいは時間などをあらかじ

め検討し、実施計画に反映させなければならない。 

⑤資機材の配置 

活用する資機材の手配の現実性を精査する。また、資機材が利用可能な時期、運

搬、配置の現実性を整理する。 

 

(2)の解説 

道路管理者は、「6.点検・診断」「7.横断歩道橋利用者及び第三者被害の予防」「8.状

態の記録」に記載される実施目的と内容を十分に理解したうえで、点検・診断、横断歩

道橋利用者及び第三者被害の予防、その他データの記録の間で、現地での作業工程を調

整したり、互いに情報を共有することで効率的な定期点検となるように計画、調整する

必要がある。例えば、実施する点検、状態データの記録、予防措置等の一連の作業にお

いて横断歩道橋毎に必要となる交通規制、各部材等のアクセス手段や、一連の作業の実

施工程、実施体制、安全管理、関係機関との協議についても、事前に相互の調整を図っ

ておくことが重要である。 

 

(3)の解説 

「6.点検・診断」「7.横断歩道橋利用者及び第三者被害の予防」「8.状態の記録」の内

容は、目的、内容が異なるものであるため、それぞれの実施にあたり必要な知識と技能

を有する者が従事する必要がある。 

5．横断歩道橋毎の健全性の診断の区分の決定 
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(1)の解説 

定期点検は近接目視を基本とした限定された情報で健全性の診断の区分を行っている

ことに留意し、合理的かつ適切な対応となるように、措置の必要性や方針を精査したり、

調査の必要性を検討したりするものである。そして、合理的な対応となるように、横断

歩道橋に対する技術的な評価に加えて、当該横断歩道橋が横架する道路の道路ネットワ

ークにおける位置づけや中長期的な維持管理の戦略なども総合的に勘案して道路管理者

の意思決定としての措置方針を検討する。そして、その結果を告示の「健全性の診断の

(1) 道路管理者は、法令に基づく点検（以下「法定点検」という。）を行った場合、

「トンネル等の健全性の診断結果の分類に関する告示」の定義に従い、当該横

断歩道橋が表 5に掲げる「健全性の診断の区分」のいずれに該当するかを決定

しなければならない。 

 

表 5 健全性の診断の区分 

区分 定義 

Ⅰ 健全 横断歩道橋の機能に支障が生じていない状態。 

Ⅱ 
予防保全段階 横断歩道橋の機能に支障が生じていないが、予防保全

の観点から措置を講ずることが望ましい状態。 

Ⅲ 
早期措置段階 横断歩道橋の機能に支障が生じる可能性があり、早期

に措置を講ずべき状態。 

Ⅳ 
緊急措置段階 

横断歩道橋の機能に支障が生じている、又は生じる可

能性が著しく高く、緊急に措置を講ずべき状態。 

 

(2) 横断歩道橋毎の健全性の診断の区分の決定にあたっては、横断歩道橋を取り巻

く状況、横断歩道橋が次回定期点検までに遭遇する状況を想定し、どのような

状態となる可能性があるのかを推定した結果、及び、その場合に想定される横

断歩道橋の機能及びそれが横架する道路の道路機能への支障や第三者被害のお

それなども踏まえて効率的な維持や修繕の観点から次回定期点検までに行うこ

とが望ましいと考えられる措置の内容を検討した結果に基づく必要があり、「6.

点検・診断」の結果に基づき検討するとともに、「7.横断歩道橋利用者及び第三

者被害の予防」及び「8.状態の記録」で把握された情報、特定点検などが行わ

れている場合にはそれらの内容、過去の維持管理の履歴、架橋位置の特性など

を適切に考慮する。 

(3) 健全性の診断の区分の決定にあたり検討する措置の内容には、定期的あるいは

常時の監視、維持や補修・補強などの修繕、撤去、通行規制・通行止めなどを

反映する。 
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区分」の各区分の定義に照らして、いずれに該当するのかを決める。「6.点検・診断」

では、点検時点で把握できた情報による定期点検時点での技術的見解が得られる。道路

管理者は、それらを主たる根拠として、次回定期点検までの措置の必要性について総合

的に判断し、定期点検時点での措置等の方針及び告示の定義に従い定める表 5 の「健全

性の診断の区分」のいずれに該当するのかを決定する。このとき、道路管理者は、状態

に応じて詳細調査を実施したり、別途専門的知識を有する有識者の助言を得て措置等の

方針の決定を行う必要がある場合もある。 

健全性の診断の区分のⅠ～Ⅳに分類する場合の措置の基本的な考え方は以下のとおり

である。 

 

Ⅰ：次回定期点検までの間、予定される維持行為等は必要であるが、特段の監視や対

策を行う必要のない状態をいう 

Ⅱ：次回定期点検までに、長寿命化を行うにあたって時宜を得た修繕等の対策を行う

ことが望ましい状態をいう 

Ⅲ：次回定期点検までに、横断歩道橋の構造安全性の確保やそれが横架する道路機能

の確保の観点から、修繕等の対策や第三者被害の防止のための措置等を行う必要

がある状態をいう 

Ⅳ：緊急に対策を行う必要がある状態をいう 

 

緊急に対策を行う必要がある状態とは、例えば、以下の場合などがある。 

・ 引張材に破断のおそれがあったり桁の異常な移動があったりするなど落橋のお

それがある場合 

・ 応力集中箇所でもある桁端部やゲルバー部に腐食による断面減少や亀裂発生が

あったりするなど直ちに耐荷性能の喪失につながる危険性や落橋のおそれがあ

る場合 

・ 鈑桁形式の主桁ウェブ、鋼製橋脚の横梁のウェブなどに亀裂がある場合で損傷

の突発的な進行で落橋のおそれがある場合 

・ フックやピンの接合部の応力集中部などに腐食、亀裂がある場合で、損傷の突

発的な進行で構造間の接続部での耐荷性能の喪失や脱落、落橋のおそれがある

場合 

・ これらの他、構造安全性が既に著しく損なわれている場合など、又は、路面の

異常や路面上部からの落下物など通行者の通行に危険が生じるおそれがある場

合 

等 

また、横断歩道橋利用者への影響や第三者被害予防等の観点から、点検時点で何らか

の応急措置を行った場合には、その措置後の状態について、次回の点検までに想定する
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状況に対して、どのような状態となる可能性があるのかといった技術的な評価を行った

結果を用いて区分する必要がある。 

 

(2)の解説 

政令では、点検は、道路の構造、交通状況又は維持もしくは修繕の状況、道路の存す

る地域の地形、地質又は気象の状況その他の状況を考慮すること、道路の効率的な維持

及び修繕の必要性を考慮することが求められている。また、省令では構造物の健全性の

診断にあたっては、道路の構造又は交通に大きな支障を及ぼすおそれを考慮することが

求められている。したがって、横断歩道橋の定期点検においては、横断歩道橋の構造、

横断歩道橋の利用状況又は維持もしくは修繕の状況、横断歩道橋の存する地域の地形、

地質又は気象の状況その他の状況を考慮する必要がある。加えて、横断歩道橋の利用だ

けでなく横架する道路の交通に支障を及ぼすおそれを考慮する必要がある。そして、法

定点検では、当該横断歩道橋に次回点検までの間、道路構造物としてどのような役割を

期待するのかという道路管理者の管理水準に対する考え方の裏返しとして、どのような

措置を行うことが望ましいと考えられる状態とみなしているのかが告示に定義される

「健全性の診断の区分」のいずれに該当するのかを決定することが求められている。 

このとき、どのような措置を行うことが望ましいと考えられるのかについては、対象

の横断歩道橋のどこにどのような変状が生じているのかという状態の把握結果も用いて、

次回定期点検までに横断歩道橋が遭遇する状況に対して、どのような状態となる可能性

があると言えるのかの推定結果、さらには、そのような事態に対してその横断歩道橋に

どのような機能を期待するのかといった横断歩道橋の機能及び横断歩道橋が横架する道

路の道路機能への支障や第三者被害のおそれ、あるいは効率的な維持や修繕の観点から

はいつどのような措置をするべきなのかといった検討の結果から総合的に判断される必

要がある。 

 

(3)の解説 

横断歩道橋毎の健全性の診断の区分の決定にあたって検討する措置の内容には、定期

的あるいは常時の監視、補修や補強などの横断歩道橋の機能や耐久性等を維持又は回復

するための維持、修繕のほか、撤去や緊急に措置を講じることができない場合などの対

応として、通行規制・通行止めがある。 

定期点検の結果、一旦「健全性の診断の区分」を確定させても、その後に、詳細調査

などで情報が追加や更新されたり、地震等によって状態が変化したりした結果、その横

断歩道橋に対する次回点検までの措置の考え方が変更された場合には、その時点で、速

やかに「健全性の診断の区分」も見直しを行い、関係する記録様式の記録内容も更新する。  

監視は、対策を実施するまでの期間、その適切性を確認したうえで、変状の挙動を追

跡的に把握し、もって横断歩道橋の管理に反映するために行われるものであり、これも
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措置の一つであると位置づけられる。例えば、横断歩道橋の機能や耐久性を維持するな

どの対策と組み合わせるのがよく、道路管理者は適切な横断歩道橋の管理となるように

検討する必要がある。 

なお、実際に措置を行うにあたっては、具体的な内容や方法を道路管理者が総合的に

検討することとなる。 
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6．点検・診断 

 

6.1 体制 

 

状態の把握やその他様々な情報を考慮した性能の見立てや今後の予測、健全性の診断

の区分の決定及び将来の為に残すべき記録の作成などの法定点検の品質を左右する行為

については、それらが適切に行えるために必要と考えられる知識と技能を有する者によ

らなければならない。例えば、必要な知識と技能を有するかどうかの評価の観点として、

横断歩道橋又は道路橋に関する相当の専門知識を有し、かつ、横断歩道橋又は道路橋の

定期点検に関する相当の専門知識と技術を有することが重要と考えられる。 

なお、法定点検の一環として行われる状態の把握や性能の見立て、あるいは将来の予

測の技術的水準については、必要な知識と技能を有する者が近接目視を基本として得ら

れる情報を元に、概略評価できる程度が最低限度と解釈され、構造解析や精緻な測量の

実施、あるいは高度な検査技術による状態等の厳密な把握を行うことまでは必ずしも求

められていない。法定点検の一環として行われる状態の把握の程度など、最終的に健全

性の診断の区分を決定するにあたって必要な情報をどのような手段でどこまでの技術水

準で行うのかについては歩道橋診断員が適切に検討し、道路管理者が最終的に決定する

必要がある。 

 

点検・診断を行うためには、横断歩道橋の性能の推定や措置の検討を適切に行うた

めに必要な知識と技能を有する者（以下「歩道橋診断員」という。）による体制で行う

こと。 
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6.2 実施計画 

 

(1)の解説 

点検・診断を効率的かつ適切に行うためには、事前に十分な実施計画を作成する必要

がある。ここでいう実施計画とは、定期点検作業に着手するための既往資料の調査、点

検項目と方法、点検体制、現地踏査、管理者協議、安全対策、緊急連絡体制、緊急対応

の必要性等の連絡体制及び工程など定期点検に係る全ての計画をいう。 

 

(3)の解説 

横断歩道橋の各部の状態を把握するための方法については、性能を推定するために必

要な以下のそれぞれの目的に対して適切な方法となっていることを確認する必要がある。 

1) 横断歩道橋が荷重を支持する機能や構造安全性を推定するにあたって、上部構

造、下部構造、上下部接続部、階段部及びその他の接続部のそれぞれの構成要

素、又はこれらの各構成要素において力学的な機能を担う部材群（システム）

の荷重の支持、伝達の機能、変状等の原因を推定するための情報を取得する方

法 

2）耐久性能を推定するにあたって、変状等の進展や経年劣化等による横断歩道橋

の状態の変化や変状の原因を推定できる工学的な情報を取得する方法 

定期点検では近接目視を基本に状態の把握を行うものの、近接目視、打音・触診によ

る性能の推定の困難さが相対的に高い部位・部材と異常・変状の組合せに対しては、近

接目視・打音・触診に加えて、詳細な計測等を行うことが有用である場合も考えられる。

そこで、適切な検討がされることで、必要に応じて様々な方法がとれるようにできるこ

(1) 点検・診断の実施にあたっては、当該横断歩道橋の状況等に応じて適切な定期点検が

実施できるよう、定期点検実施計画（以下「実施計画」という。）を作成する｡ 

(2) 実施計画の作成にあたっては、少なくとも以下の(3)から(7)を考慮するものとする。 

(3) 横断歩道橋を構成する部材群等の性能の推定、異常・変状の原因の推定に必要な情報

の観点から、横断歩道橋の各部の状態の推定に必要な項目や着眼点が状態の把握の方

法の選定に反映されていること。 

(4) 当該横断歩道橋の架橋条件、利用状況、構造形式及び横断歩道橋の各部材・部位への

近接手段等の現況について、状態の把握の方法の選定に反映されていること。 

(5) 近接目視・打音・触診による横断歩道橋の性能の推定の困難さの程度と状態の把握の

方法の組合せの妥当性について、状態の把握の方法の選定に反映されていること。 

(6) 近接目視・打音・触診以外の方法を用いる場合は、必要な機器の仕様、精度・誤差、

キャリブレーションの方法、資格の必要性の有無、及び、結果の活用の留意点につい

て整理されていること。 

(7) 安全対策などの計画実施上の配慮事項について整理されていること。 
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とも考えて、(4)を規定した。 

一方で、比較的規模の大きな箱断面を有する桁や柱等で、外面は凹凸がなく単純な表

面形状であって、内面側の状態を詳細に把握することが可能な部材などでは、外面の状

態については必ずしも近接をせずに把握する一方で内面では詳細に状態を把握するなど

の、性能の推定の質を確保しつつ状態の把握の作業を効率的に進めるための工夫につい

ての検討が有効である場合も考えられる。そのような検討を行う場合には、近接する場

合にも目視と打音を組み合わせたり、複数の部材の状態を組み合わせて考えたりするの

と同じように、同じ部材に対して複数の観点から状態を把握する方法を組み合わせるこ

との必要性も選定に反映するのがよい。例えば、ケーブルについて、被覆の内部で表面

錆が生じていても、振動数に与える影響が小さいことは容易に想像されるように、部材

等の剛性に異常がないからといって横断歩道橋の性能の推定において懸念される劣化が

生じていないことの確認にならない場合もあり、着眼点が耐荷力だけに偏ったり、耐久

性だけに偏ったりしないように注意するのがよい。 

なお、防食機能については「鋼道路橋防食便覧」（（公社）日本道路協会、平成２６年

３月）を、ケーブル構造については「道路橋ケーブル構造便覧」（（公社）日本道路協会、

令和３年 11 月）に示される損傷例や調査方法も参考に、状態を把握する際の留意点を

整理したうえで、状態を把握する方法を選定するとよい。 

 

(4)の解説 

腐食等の環境条件、周辺構造物に見られる変状等の特徴など改変の履歴は、重量の増

加などの応力履歴や原因の推定のために有益な情報であることが多い。 

・構造形式 

・横断歩道橋の環境条件 

・交通量 

・各種点検等記録 

・日常点検 

・定期点検 

・異常時点検（地震等の被災後の点検や調査） 

・特定点検（塩害、亀裂、ASR、洗掘等） 

・その他追加で行われた詳細調査等 

  等 

 

(5)の解説 

方法の選定では、横断歩道橋毎に異なる部位・部材の重要度や目視による異常・変

状の把握の難易度を考慮して決定するのがよいことから規定したものである。したが

って、過去の定期点検等の記録や現地踏査などから分かる範囲で以下の 1)から 3)の
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項目を検討し、実施計画に反映するのがよい。 

1) 部材等の急激、又は、突発的な変状の進行が横断歩道橋の安全性や通行機能に与え

る影響 

① 各部位・部材の構造や材料等に応じて生じる可能性のある異常、変状を整理し、

亀裂や座屈など急速又は突発的な進行の可能性のある異常・変状の有無とそれが上

部構造、下部構造、上下部接続部、階段部及びその他の接続部の安全性や通行機能

の突発的な変化に与える影響の大小の整理 

② 構造や材料の特徴や局所的な環境条件への不適合が重なった際に、同じ役割を有

する部材群が同時に劣化しているなどで突発的に上部構造、下部構造、上下部接続

部、階段部及びその他の接続部が致命的な状態に至る可能性の整理 

例えば、以下のような例が挙げられるが、横断歩道橋は、個々に形式や構造が異

なることから、個別に整理する必要があることに留意する。 

・その他の接続部のフックの取付部周りの腐食や亀裂 

・鋼桁の桁端部のソールプレートまわりの亀裂の他、鋼橋主桁や主構の亀裂、鋼

製橋脚隅角部の亀裂 

・引張材の腐食や亀裂 

例えば、 

・ケーブル本数の少ない斜張橋のケーブルの腐食、破断、定着部の破壊 

・吊橋の主ケーブルの腐食、破断 

・ニールセンローゼ橋のケーブル定着部やケーブル交差部の治具周りの腐食 

・上下部接続部における鉛直方向の引張材の腐食、破断 

・その他「参考資料３ 引張材を有する道路橋の損傷例」に関連する内容 

・トラス斜材等のコンクリート埋込み部 

・基礎周辺地盤の洗掘 

    等 

2) 更新等が困難な部位等の整理 

部材等の更新の難易度が高く、損傷を放置した場合には、横断歩道橋の架替えが必

要になると想定することが適当な部材等について整理する。 

なお、これらの部材は、損傷を進行させないだけでなく、損傷が比較的軽微なうち

に措置を行うことで長寿命化、ライフサイクルコストの縮減につながる可能性がある

ことに留意し、点検の方法を検討するのがよい。 

3) 外観の状態から内部の状態を推定することが困難である部位の整理 

① 各部位・部材の構造や材料等に応じて生じる可能性のある異常や変状を整理し、

構造や使用材料に応じて、外観の状態から内部の状態を推定することの難易度の

整理 

② ①の整理にあたっては、少なくとも、以下のⅰ)からⅲ)の観点で整理するとよい 
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ⅰ) 波形鋼板による床版デッキプレートの上面側、地覆の腐食に伴う橋面から主桁

やデッキプレート上面への漏水、デッキプレートと横桁の接触部、根巻きコン

クリートで覆われた鋼製橋脚の地際部、被覆されたケーブルやケーブル定着部、

既に補修補強がされている部位など、部材が何らかに覆われており、部材が目

視できない箇所の整理 

ⅱ) フックの取付部周りや寸法が小さい箱桁内部などの狭隘部、水中部、地中部な

ど、部材等への近接が困難な箇所の整理 

ⅲ) 部材等の変状を確認するために、養生が必要となる変状や箇所の整理 

 

(6)の解説 

機器等で得られた結果の利用にあたっては、適用条件に合致する機器の利用が可能

であるかどうかや利用目的や条件に応じた機器の性能を現地でキャリブレーションす

ることが可能かどうかも機器の選定にあたっては考慮する必要がある。例えば、当該

横断歩道橋の状況、調査間隔等から鋼部材に疲労亀裂の発生が疑われる場合には、少

なくとも鋼材表面に開口した亀裂損傷を検出できる方法による点検を行う必要性につ

いても検討することになる。鋼材表面に開口した亀裂損傷の検出手法としては、渦流

探傷試験又は磁気探傷試験が有効であるものの、被検部の表面性状や部位等の条件に

よって検出精度に大きな差が生じる。したがって、実施計画の作成においては、適用

しようとする方法が対象の条件に対して信頼性のあることを予め確認しておくなどに

より、適切な点検方法を選択する。例えば、鋼製橋脚隅角部の亀裂損傷に対する点検

検査には、「鋼製橋脚隅角部の疲労損傷臨時点検要領」（国土交通省道路局国道課、平

成１４年５月）が参考にできる。 

また、非破壊検査等の手法を用いる場合には、知識と技能を有する者が適切な診断が

できるように機器に求める要件等を設定するだけではなく、利用目的や条件に応じた性

能を現地でキャリブレーションするなどの計画を行うことが望ましい。機器等で得られ

た結果の利用にあたっては、キャリブレーション結果を用いて、機器の提供する性能並

びに性能の発揮条件などを考慮し、状態把握の過程そして事後に求める結果が得られて

いるか検証し、精度や再現性の範囲を結果の解釈に反映させることが必要である。 

また、必要な精度が確保できない場合には、精度に基づく性能の見立ての見込み違い

の可能性など、詳細調査や追跡調査の必要性の有無について整理して記録しておく。 

 

(7)の解説 

安全対策などの実施上の配慮事項の整理にあたっては、選定した方法が、適切に実施

できる体制であるかどうか確認できるように整理しておく必要がある。なお、主な留意

事項については「4.定期点検計画」を参照するものとする。  
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6.3 状態の把握 

6.3.1 状態の把握の方法 

 

  

(1) 定期点検では、健全性の診断の区分の決定を適切に行うために必要と考えられる横断

歩道橋の点検時点での状態に関する情報を適切な方法で入手する。 

(2) 歩道橋診断員は、定期点検時点における横断歩道橋の耐荷性能、耐久性能、その他の

使用目的との適合性の充足に関する評価や措置の検討に必要と考えられる情報を、近

接目視、又は近接目視による場合と同等の評価や検討が行える他の方法により収集す

る。 

(3) 部材や接合の状態を適切に組み合わせることで横断歩道橋の性能を推定する場合に

は、部材や接合などが荷重を支持、伝達する機能の状態が推定できるように状態を把

握する。 

1) 横断歩道橋全体の形状の異常の可能性 

2) 部材や接合部の断面の欠損の有無や程度 

3) 部材内部等での材料の一体性 

4) 横断歩道橋を支持する地盤の異常の可能性 

5) これらの異常の原因や範囲 

6) その他必要な事項 

(4) アーチ等の幾何学的非線形性の影響が大きい構造体では、部材・接合単位の状態の把

握だけではなく、全体座屈等を考慮した構造全体としての耐荷機構の成立性の評価に

必要な情報を把握する。 

(5) 近接目視を基本とした情報から行う(3)(4)の把握は、表 6.3.1 の異常・変状の状態が

反映されたものでなければならない。表 6.3.1 に損傷の種類の標準を示す。 
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表 6.3.1  対象とする損傷の種類の標準 

部位・部材区分 
対象とする項目(損傷の種類) 

鋼 コンクリート その他 

主桁・ 

床版等 

主桁 ①腐食 

②亀裂 

③ゆるみ・脱落 

④破断 

⑤防食機能の劣化 

⑩補修・補強材の損傷 

⑬遊間の異常 

⑱定着部の異常 

⑳漏水・滞水 

㉑異常な音・振動 

㉒異常なたわみ 

㉓変形・欠損 

⑥ひびわれ 

⑦剥離・鉄筋露出 

⑧漏水・遊離石灰 

⑨抜け落ち 

⑩補修・補強材の損傷 

⑪床版ひびわれ 

⑫うき 

⑬遊間の異常 

⑱定着部の異常 

⑲変色・劣化 

⑳漏水・滞水 

㉑異常な音・振動 

㉒異常なたわみ 

㉓変形・欠損 

 

― 

  

横桁 

縦桁 

床版 

PC定着部 ①腐食 

⑤防食機能の劣化 

㉓変形・欠損 

⑥ひびわれ 

⑦剥離・鉄筋露出 

⑧漏水・遊離石灰 

⑫うき 

⑱定着部の異常 

⑲変色・劣化 

㉓変形・欠損 

 

― 

その他       

橋脚・ 

橋台・ 

基礎等 

橋脚 柱部・壁部 ①腐食 

②亀裂 

③ゆるみ・脱落 

④破断 

⑤防食機能の劣化 

⑩補修・補強材の損傷 

⑳漏水・滞水 

㉑異常な音・振動 

㉒異常なたわみ 

㉓変形・欠損 

⑥ひびわれ 

⑦剥離・鉄筋露出 

⑧漏水・遊離石灰 

⑩補修・補強材の損傷 

⑫うき 

⑱定着部の異常 

⑲変色・劣化 

⑳漏水・滞水 

㉑異常な音・振動 

㉒異常なたわみ 

㉓変形・欠損 

  

― 

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

梁部 

隅角部・接合部 

橋台 胸壁   

― 

  

竪壁 

翼壁 

基礎 ①腐食 

②亀裂 

⑤防食機能の劣化 

㉕沈下・移動・傾斜 

㉖洗掘 

⑥ひびわれ 

⑦剥離・鉄筋露出 

㉕沈下・移動・傾斜 

㉖洗掘 

  

  根巻きコンクリート ― 

周辺地盤 ― ― ㉕沈下・移動・傾斜 

その他       
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部位・部材区分 
対象とする項目(損傷の種類) 

鋼 コンクリート その他 

支承部 支承本体 ①腐食 

②亀裂 

③ゆるみ・脱落 

④破断 

⑤防食機能の劣化 

⑬遊間の異常 

⑯支承部の機能障害 

⑳漏水・滞水 

㉑異常な音・振動 

㉓変形・欠損 

㉔土砂詰り 

㉕沈下・移動・傾斜 

  

― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

④破断 

⑬遊間の異常 

⑯支承部の機能障害 

⑲変色・劣化 

⑳漏水・滞水 

㉑異常な音・振動 

㉓変形・欠損 

㉔土砂詰まり 

アンカーボルト ①腐食 

②亀裂 

③ゆるみ・脱落 

④破断 

⑤防食機能の劣化 

㉓変形・欠損 

  

― 

  

  

  

  

  

― 

  

  

  

  

落橋防止システム ①腐食 

②亀裂 

③ゆるみ・脱落 

④破断 

⑤防食機能の劣化 

⑬遊間の異常 

㉑異常な音・振動 

㉒異常なたわみ 

㉓変形・欠損 

⑥ひびわれ 

⑦剥離鉄筋露出 

⑧漏水・遊離石灰 

⑫うき 

⑬遊間の異常 

⑲変色・劣化 

㉓変形・欠損 

㉔土砂詰まり 

  

  

― 

  

  

  

  

  

  

  

沓座モルタル    

― 

⑥ひびわれ 

⑦剥離・鉄筋露出 

⑫うき 

⑳漏水・滞水 

㉓変形・欠損 

  

― 

 台座コンクリート 

その他       

階段部 主桁 ①腐食 

②亀裂 

③ゆるみ・脱落 

④破断 

⑤防食機能の劣化 

⑩補修・補強材の損傷 

⑬遊間の異常 

⑱定着部の異常 

⑳漏水・滞水 

㉑異常な音・振動 

㉒異常なたわみ 

㉓変形・欠損 

⑥ひびわれ 

⑦剥離・鉄筋露出 

⑧漏水・遊離石灰 

⑨抜け落ち 

⑩補修・補強材の損傷 

⑪床版ひびわれ 

⑫うき 

⑬遊間の異常 

⑱定着部の異常 

⑲変色・劣化 

⑳漏水・滞水 

㉑異常な音・振動 

㉒異常なたわみ 

㉓変形・欠損 

㉕沈下・移動・傾斜 

 

― 

 踏み板 

蹴上げ 

地覆 

橋台 

周辺地盤 ― ― ㉕沈下・移動・傾斜 

その他       
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部位・部材区分 
対象とする項目(損傷の種類) 

鋼 コンクリート その他 

その他の

接続部 

上部構造と 

階段部の接続部 

フック・ 

ボルト 

①腐食 

②亀裂 

③ゆるみ・脱落 

④破断 

⑤防食機能の劣化 

⑩補修・補強材の損傷 

⑬遊間の異常 

⑱定着部の異常 

⑳漏水・滞水 

㉑異常な音・振動 

㉒異常なたわみ 

㉓変形・欠損 

⑥ひびわれ 

⑦剥離・鉄筋露出 

⑧漏水・遊離石灰 

⑨抜け落ち 

⑩補修・補強材の損傷 

⑪床版ひびわれ 

⑫うき 

⑬遊間の異常 

⑱定着部の異常 

⑲変色・劣化 

⑳漏水・滞水 

㉑異常な音・振動 

㉒異常なたわみ 

㉓変形・欠損 

㉕沈下・移動・傾斜 

 

剛結部 

その他 

 その他    

その他 排水受け ①腐食 

②亀裂 

③ゆるみ・脱落 

④破断 

⑤防食機能の劣化 

⑩補修・補強材の損傷 

⑬遊間の異常 

⑱定着部の異常 

⑳漏水・滞水 

㉑異常な音・振動 

㉒異常なたわみ 

㉓変形・欠損 

⑥ひびわれ 

⑦剥離・鉄筋露出 

⑧漏水・遊離石灰 

⑨抜け落ち 

⑩補修・補強材の損傷 

⑪床版ひびわれ 

⑫うき 

⑬遊間の異常 

⑱定着部の異常 

⑲変色・劣化 

⑳漏水・滞水 

㉑異常な音・振動 

㉒異常なたわみ 

㉓変形・欠損 

④破断 

⑬遊間の異常 

⑭路面の凹凸 

⑮舗装の異常 

⑲変色・劣化 

⑳漏水・滞水 

㉑異常な音・振動 

㉓変形・欠損 

㉔土砂詰まり 

排水管 

排水樋 

高欄 

照明施設 

落下物防止柵 

道路標識 

手すり 

目隠し板 

裾隠し板 

舗装 

その他       

(1)の解説 

性能の推定や措置の必要性を検討するためには、現地で横断歩道橋の状態を把握する

ことが必要である。加えて、当該横断歩道橋の建設にあたって適用された技術基準類、

架設方法、対象横断歩道橋の定期点検時点までの交通荷重履歴や運用形態などの供用実

績、補修補強及び拡幅等の構造改変などの措置の履歴、既往の点検等の状態の把握や健

全性の診断の区分の決定に関する情報など、幅広い情報を得ておくことが有用である。

また、過去の措置履歴は、状態の把握の留意点の一つになることも考えられ、その点か

らも有用な情報となり得る。そこで、(2)以下による現地での横断歩道橋の状態の把握

に加えて、その他、一般に調査しておくのがよい例を以下に示す。なお、過去の記録、
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文献等が入手できない場合であっても、構造形式、現地の条件、横断歩道橋の外観など

からある程度推定できることも多いため、現地で横断歩道橋の状態を把握するときも以

下の着眼点について留意するとよい。 

1) 適用基準、諸元に関する情報 

・施設台帳 

・適用された技術基準類 

・設計図書、図面 

2) 架設方法 

・架設方法、施工図書、図面 

架設時の応力状態が厳しい断面などもあり、部材等の安全性を評価するときに有用な

情報となる。 

3) 補修補強及び拡幅等の構造改変などの措置の履歴 

・補修補強履歴とその経緯 

・補修補強の設計図書 

・補修補強の施工図書 

・構造改変 

・拡幅や上部構造の増設 

・連続化、支承の変更などによる固有周期の変化、落橋防止装置の追加 

・ケーブルなどの振動対策 

・附属物の追加や変更（照明等施設、公共添架施設、交通安全施設） 

    等 

 

(2)(3)の解説 

ここでの近接目視は、状態の把握や性能を評価すべき対象の外観性状が十分に目視で

把握でき、必要に応じて触診や打音調査が行える程度の距離に近づくことを想定してい

る。横断歩道橋の定期点検では、定期点検時点で把握できた情報による定期点検時点で

の技術的見解として、次回の定期点検で再度状態の把握が行われるまでの間に想定する

状況において、耐荷性能に着目した、横断歩道橋が通常又は道路管理者が想定する横断

者の利用条件での利用が適切に行いうる状態かどうかという主に横断歩道橋の機能に着

目した構造物としての物理的状態と構造安全性の評価、耐久性能に着目した、横断歩道

橋の予防保全の必要性や長寿命化の実現などの観点からの経年的劣化に対する評価、及

び、使用目的との適合性に着目した、横断歩道橋本体や付属物等からの部材片や部品の

落下などによる横断歩道橋利用者や第三者への被害発生の可能性に対する評価を行う。

さらに、これらの技術的見解も考慮して次回の定期点検までに行われることが望ましい

と考えられる措置について、近接目視を基本とした限定された情報からの定期点検時点

での見解として検討する。道路管理者は、これらを主たる根拠として、対象横断歩道橋
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に対する措置の考え方と告示に定める健全性の診断の区分のいずれに該当するのかの判

断を決定することになる。すなわち、定期点検では、これらの検討や評価を適切に行う

ために必要と考えられる変状やその想定される要因等に関する情報の把握が求められ、

把握されるべき情報の目安は、最低限の知識と技能を有する者が近接目視で把握できる

程度の情報と言える。 

そのため、定期点検では、性能の評価や措置の検討を適切に行うために必要と考えら

れる、各部材群が荷重を支持、伝達する機能の状態及び変状や想定される変状の要因等

を推定することが求められるが、これを適切に行うために必要とされる近接の程度や打

音や触診などのその他の方法を併用する必要性については、構造物の特性、周辺部材の

状態、想定される変状の要因や現象、環境条件、周辺条件などによっても異なる。した

がって、一概にこれを定めることはできず、必要があれば、横断歩道橋毎に、歩道橋診

断員が検討し、道路管理者が最終的に決定する。 

なお、このとき、健全性の診断の区分の決定において、最も基礎的な根拠情報の一つ

である状態に関する情報は、必要な知識と技能を有する者が自ら近接目視を行うことに

よって把握されることが基本とされているが、他の手段による状態に関する情報の把握

によっても、最終的に「健全性の診断の区分」の決定やその主な根拠となる横断歩道橋

の性能の評価や措置の検討が同等の信頼性で行えることが明らかな場合には、知識と技

能を有する者が状態の把握を必ずしも全ての部材へ近接して行わなくてもよい場合もあ

ると考えられ、これを妨げるものではない。また、目視で得られる情報だけでは損傷の

原因や橋の性能を推定するために明らかに不足する場合には、必要な情報を適切な手段

で把握しなければならない場合もあると考えられる。いずれも、歩道橋診断員が必要に

応じて検討し、道路管理者が最終的に決定する。 

部材等の一部でその他の方法を用いるときには、歩道橋診断員は、定期点検の目的を

満足するように、かつ、その方法を用いる目的や性能の推定など診断に必要な情報を得

るための精度等を踏まえて適切に部位や方法を選ぶことが求められる。併せて、歩道橋

診断員が性能の評価や措置の検討を行うにあたって、用いる方法の特徴を踏まえて、得

られた結果を利用する方法や利用の範囲をあらかじめ検討しておく必要がある。 

上部構造、下部構造、上下部接続部、階段部及びその他の接続部がそれぞれの役割を

果たすためには、これらを構成する部材が、鉛直力や水平力に対して、横断歩道橋の構

造に応じて求められる荷重を支持、伝達する機能を発揮できる状態である必要がある。

そこで、一般的には、部材、接合単位で、荷重を支持、伝達する機能の状態を評価する

ことで、上部構造、下部構造、上下部接続部、階段部及びその他の接続部が役割を果た

すことができるのかを推定できると考えられる。近接目視によって横断歩道橋の各部が

荷重を支持、伝達する機能を果たせるかどうかを評価するためには、安全性や耐久性の

低下、喪失を疑う余地のある異常、変状を把握する必要がある。また、部材、接合がそ

の能力を発揮するためには、横断歩道橋の構造全体及び各部で立体的に荷重や応力の伝
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達がされること、部材等の強度を発揮するにあたって全体としても安全性が確保される

必要があることから、横断歩道橋全体の形状についても確認することも重要である。 

 

(4)の解説 

アーチ構造のように、構造全体としての耐荷力に幾何学的非線形性の影響が大きい場

合には、一部の断面等の変形が、全体座屈等を考慮した構造全体としてのアーチとして

の耐荷機構の成立性に与える影響も評価できるように、断面の異常だけでなくアーチ構

造全体としての形状の異常も併せて把握するとよい。 

 

(5)の解説 

想定される変状の要因の推定や具体の措置を行うための調査、検討においても変状や

異常の種類は重要な情報であり、記録の観点から、同じ変状や異常については同一の用

語を用いて記録されるのがよいことから、状態の把握や記録にて考慮する一般的な変状

や異常を示した。ここで、横断歩道橋に附属している標識、照明施設等附属物の定期点

検は、附属物（標識、照明施設等）の定期点検に適用する点検要領により行うが、これ

とは別に、標識、照明施設等の支柱や横断歩道橋への取付部等については、横断歩道橋

の定期点検時にも状態を把握することを基本とする。また、状態の把握により横断歩道

橋の構造の安全性が著しく損なわれていたり、横架する道路の機能への支障や横断者及

び第三者等への被害のおそれが懸念されるなど緊急に処置されることが必要と判断でき

る状態を確認した場合は、定期点検計画の緊急対応の必要性等の連絡体制により速やか

に連絡するものとする。 

状態の把握を行うにあたっては、(1)から(4)のとおり性能の推定や措置の検討を行う

ことが目的であることに留意する必要がある。点検・診断では、近接目視で把握できる

程度の各部の異常・変状に関する情報から、断面力や応力の異常の推定、耐荷力や耐久

性の不足や低下の可能性の推定、想定される異常・変状の要因の推定、措置の検討など

を行う。上述のように、近接すべき程度や打音や触診などのその他の方法を併用する必

要性については、構造物の特性、周辺部材の状態、想定される変状の要因や現象、環境

条件、周辺条件などによっても異なる。損傷や変状の種類によっては、表面からの目視

によるだけでは検出できない可能性があるものもある。近接目視で把握できる範囲の情

報では不足するとき、触診や打音検査等も含めた非破壊検査等を行い、必要な情報を補

うのがよい。 

なお、状態を把握する時に、うき・剝離等があった場合は、横断歩道橋利用者及び第

三者被害予防の観点から応急的に措置を実施したうえで性能の技術的な評価や必要な措

置等の検討を行うこととする。なお、応急措置を行った場合には、そのことを「横断歩

道橋利用者及び第三者被害の予防」に従い記録に残す。 
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（例） 

・ボルトのゆるみや折損なども、目視では把握が困難な場合が多く、打音等を行

うことで初めて把握できることが多い。 

・コンクリート片や腐食片等の落下や附属物等の脱落の可能性なども、目視では

把握が困難であり、打音等を行うことで初めて把握できることが多い。特に、

剥落対策工がされている場合には、対策工の内部のコンクリートの状態につい

て、触診や打音検査等を行うなど、慎重に行うのがよい。 

また、できるだけ適切に状態の把握を行うことができるように、現地にて適切な養

生等を行ったり定期点検を行う時期を検討したりするのがよい。 

（例） 

・砂等の堆積や植生等がある場合は、取り除いてから状態の把握を行うのがよい。 

・腐食片、うき・剥離等がある場合は、取り除いてから状態の把握を行うのがよ

い。 

・腐食片等が固着して腐食深さが把握できないことがあるので、かき落とすなど

してから状態の把握を行うのがよい。 

・床版デッキプレート下面や地覆に孔食がある場合は、内部に滞水や腐食が生じ

ている場合があるため内部の状態の把握を行うのがよい。 

・桁の外側と内側で損傷の見え方が違う場合があるので注意する。 

・狭隘部のため腐食や亀裂が確認しにくい場合があるので注意する。 

・前回定期点検からの間に、横断歩道橋の状態にとって注意すべき出水や地震等

を受けた横断歩道橋では、災害の直後には顕著に表れない変状が把握されるこ

とを念頭に状態の把握を行うのがよい。一方で、新たな変状の原因を安易にこ

れらの事象に求めるべきではなく、個々に検討する必要がある。 

横断歩道橋の状態の把握にあたっては、横断歩道橋の変状が必ずしも経年の劣化や

外力に起因するものだけではないことに注意する必要がある。例えば、以下のような

事項が横断歩道橋の経年の変状の要因となった事例がある。 

（例） 

・変状は、横断歩道橋の各部における曝露状況の局所的な条件にも依存する。こ

れらの中には設計時点では必ずしも把握できないものもある。 

・これまで、施工品質のばらつきも影響のひとつとして考えられる変状も見られ

ている。例えば、普通ボルトで留められた添架物の取付部のボルト締付力のば

らつき、コンクリート部材のかぶり不足や配筋が変状の原因となっている例も

ある。 

デッキプレートの板厚や床版の構造、階段部やその取付部の構造など、道路橋とは

異なる構造の特徴にも注意しながら状態の把握をする必要がある。 
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（例） 

・主桁、横桁、床版間は全て溶接にて接合されている。 

・床版デッキプレートは、縦方向・横方向とも溶接にて接合されている。 

・デッキプレート床版では、板厚が 3mm 程度であるなど、最小板厚が道路橋よ

りも薄いものがある。 

・床版に使用しているデッキプレートは折り曲げられた板であり、かつ、舗装面

とデッキプレートの間に土砂や無筋コンクリートが詰められていることがあり、

水が浸入しデッキプレート上に滞留しやすい。 

・主桁等と階段の結合はフックが見られるなど道路橋には見られない接合方法も

ある。 

・雨水は地覆と舗装の際を流れる設計とされていることから、腐食が広範囲に生

じやすい。 

・水みちを特定することは必ずしも必要でなく、一般には、横断歩道橋の状態や

構造の特徴から考えられる水みちの候補を幅広く考察し、健全性の診断に反映

するのがよいことが多い。 

本体構造のみならず、例えば、周辺又は背面地盤の変状が横断歩道橋に影響を与え

たり、附属物の不具合が横断歩道橋に影響を与えたり、添架物の取付部にて異種金属

接触腐食が生じていたりしているなどの事例もある。他の部材等の変状との関係性も

考慮して、横断歩道橋の変状を把握するとよい。 

（例） 

・舗装や階段部（踏み板、蹴上げ部）の変状及び衝突による変状が床版、主桁、

支承、結合部等の変状と関連がある場合がある。 

・自動車の衝突などにより部材に変形が生じていると疑われる場合には、変形部

からの亀裂の発生・進展、附属物の取付部などの緩み・亀裂等にも注意するの

がよい。 

・水みちの把握のためには、複数の箇所の状態を把握するのがよい。 

溶接部や狭隘部、水中部や土中部、部材内部や埋込部、補修補強材料で覆われた部

材などにおいても、外観から把握できる範囲の情報では状態の把握として不足すると

き、打音や触診等に加えて必要に応じて非破壊検査や試掘を行うなど詳細に状態を把

握するのがよい。例えば次のような事象が疑われる場合には、適切に状態を把握する

ための方法を検討するのがよい。 

（例） 

・橋脚のコンクリート埋込部の腐食 

・トラス材のコンクリート埋込部の腐食 

・階段接合部や上下部接合部及びゲルバー内部の腐食 

・補修補強や剥落防止対策を実施した部材からの追加材の落下 
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・落下防止対策を実施したデッキプレート床版からの腐食片の落下 

・舗装下の床版コンクリート（モルタル含む）のひびわれや土砂化、デッキプレ

ート上の滞水、これらに伴うデッキプレートの腐食 

・舗装下の床版上面のコンクリートの変状や鋼床版の亀裂 
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6.3.2 上部構造、下部構造、上下部接続部、階段部及びその他の接続部の荷重の支持、 

伝達機能を担う部材群（システム）の把握 

(1) 各部の状態を考慮して横断歩道橋が想定する状況において役割を果たせる状態かどう

かを推定するにあたって、対象とする横断歩道橋を主たる役割が異なる「上部構造」

「下部構造」「上下部接続部」「階段部」又は「その他の接続部」として捉えるとき、

これらのそれぞれを構成する部材を把握する。 

(2) 各部の状態を考慮して「上部構造」「下部構造」「上下部接続部」「階段部」又は「そ

の他の接続部」がそれぞれの役割を果たせる状態かどうかを推定するにあたって、

「上部構造」「下部構造」「上下部接続部」「階段部」又は「その他の接続部」が、荷

重を支持し伝達するための主たる機能が異なる部材群（システム）からなるとして捉

えるとき、これらのそれぞれの部材群（システム）を構成する部材を把握する。 

 

1)上部構造：車道の路面を横断する横断者等の通行荷重を載荷させる部分を提供する役割 

ⅰ.床版・床組システム：横断歩道橋利用者などによる路面に作用する荷重を直接的に

支持する機能を担う部材群 

ⅱ.主桁・主構システム：上部構造へ作用する鉛直及び水平方向の荷重を支持し、上下

部接続部まで伝達する機能を担う部材群 

ⅲ.立体機能保持システム：上部構造へ作用する荷重を主桁等が上下部接続部に伝達す

るとき、荷重の支持、伝達を円滑にするための機能を担う

部材群 

 

2)下部構造：上部構造を支える役割をもつ上下部接続部を適切な位置に提供する役割 

ⅳ.支点位置保持システム：上下部接続部からの荷重を直接支持し、基礎・周辺地盤に

伝達するとともに、上下部接続部の位置を保持する機能を

担う部材群 

ⅴ.地表面位置保持システム：橋脚・橋台躯体からの荷重を支持し、横断歩道橋の安定

に関わる周辺地盤等に伝達するとともに、地盤面での橋

の位置を保持する機能を担う部材群 

 

3)上下部接続部：上部構造の支点となりその影響を下部構造に伝達する役割 

ⅵ.支点反力支持システム：上部構造からの荷重を支持し、下部構造へ伝達する機能を

担う部材群 

ⅶ.境界条件付与システム：上部構造と下部構造が機能を発揮する前提として、必要な

幾何学的境界条件を付与する機能を担う部材群 
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4)階段部：地上と上部構造をつなぐ路面となり、横断者等の通行荷重を載荷させる部分

を提供する役割 

4-1)階段部上部構造 

ⅷ-1.階段部床版・床組システム：階段部に作用する荷重を直接的に支持する機能

を担う部材群 

ⅷ-2.階段部主桁・主構システム：階段部に作用する鉛直及び水平方向の荷重を支

持し、上下部接続部まで伝達する機能を担う部

材群 

ⅷ-3.階段部立体機能保持システム：階段部に作用する荷重を主桁等が上下部接続

部に伝達するとき、荷重の支持、伝達を円滑

にするための機能を担う部材群 

4-2)階段部下部構造 

ⅷ-4.階段部支点位置保持システム：階段部接続部からの荷重を直接支持し、基

礎・周辺地盤に伝達するとともに、階段部接

続部の位置を保持する機能を担う部材群 

ⅷ-5.階段部地表面位置保持システム：階段部下部構造躯体からの荷重を支持し、

横断歩道橋の安定に関わる周辺地盤等に伝

達するとともに、地盤面での橋の位置を保

持する機能を担う部材群 

4-3)階段部上下部接続部 

ⅷ-6.階段部支点反力支持システム：階段部上部構造からの荷重を支持し、階段部

下部構造へ伝達する機能を担う部材群 

ⅷ-7.階段部境界条件付与システム：階段部上部構造と階段部下部構造が機能を発

揮する前提として、必要な幾何学的境界条件

を付与する機能を担う部材群 

 

5)その他の接続部：上部構造と階段部の接続部など、上下部接続部以外の支点となり、

その影響をつなぐ構造部分間に伝達する役割 

ⅸ-1.その他の接続部支点反力支持システム：階段部からの荷重を支持し、上部構造

へ伝達する機能を担う部材群 

ⅸ-2.その他の接続部境界条件付与システム：上部構造と階段部が機能を発揮する前

提として、必要な幾何学的境界条件を

付与する機能を担う部材群 
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横断歩道橋全体としての健全性の診断の区分の根拠の一つとして、耐荷性能の概略の見

立てを行う必要があるが、横断歩道橋には様々な構造形式がある。そのため、横断歩道橋

が、想定する状況において役割を果たすことができるのかを見立てるためには、横断歩道

橋は、上部構造、下部構造、上下部接続部、階段部及びその他の接続部の各構成要素の組

み合わせから成り立つものと捉えて、各構成要素がそれぞれ求められる役割を果たせる状

態かどうか見立てることに置き換えられる。そして、横断歩道橋に鉛直力、水平力が作用

した時、各部材群（システム）が荷重を支持、伝達する機能の状態を推定し、それを組み

合わせることで、各状況における構成要素（上部構造、下部構造、上下部接続部、階段部

及びその他の接続部）の状態の見立てに一定の技術的な裏付けを与える必要がある。 

そこで条文では、構成要素を定義するとともに、各構成要素に含まれる部材群が果たす

べき役割をシステムとして定義し、各横断歩道橋で、部材単位の荷重の支持、伝達の状態

と横断歩道橋の機能の状態を適切に関係づけることを規定した。横断歩道橋全体から構成

要素（上部構造、下部構造、上下部接続部、階段部及びその他の接続部）、部材群までの

構造を体系的に捉えることで、構成要素（上部構造、下部構造、上下部接続部、階段部及

びその他の接続部）が各状況における状態を見立てるために、構成要素がその状況下の荷

重を支持、伝達できる機能を担えるのかを推定することになり、さらに、その推定におい

ては、各部材群が荷重を支持・伝達できる状態であるかどうかを見立てればよいことにな

る。そして、そのために部位・部材単位で状態を把握し、確認された異常、変状がその部

位・部材が属する部材群（システム）が担う機能に与える影響を見立てることになる。 

実際には、構造形式や部材形式などによっても、同じ部材が異なる役割に対して兼用さ

れていたり、着目する役割に寄与している部分の境界が厳密でなかったりすることも少な

くない。しかし、横断歩道橋全体としての耐荷性能の概略の見立てを行ううえでは、部

位・部材単位で厳密に役割や分担を特定することまでは必要なく、また、計算等が求めら

れるわけではない。現地で、鉛直力、水平力に対する荷重の伝達経路を見立てることでよ

い。 

以下に、各システム（部材群）を構成する部材種別の例を示す。 

1)上部構造 

ⅰ.床版・床組システム ：例えば、床版や縦桁が担う場合が多い。 

ⅱ.主桁・主構システム ：例えば、主桁や主構が担う場合が多い。 

ⅲ.立体機能保持システム：例えば、横桁や横構が担う場合が多い。 

なお、建設省制定土木構造物標準設計に基づく構造形式の横断歩道橋では、床版は、床

版・床組システムの機能のみ担うように設計され、主桁の一部又は立体機能保持システム

の一部を担うようには設計されていないことが多い。 

2)下部構造 

ⅳ.支点位置保持システム：例えば、橋脚、橋台の躯体、及び橋座部、梁部が担う

場合が多い。 
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ⅴ.地表面位置保持システム：例えば、橋脚、橋台の基礎、及び基礎周辺地盤が担

う場合が多い。 

3)上下部接続部 

ⅵ.支点反力支持システム：例えば、支承部や、上部構造と下部構造が剛結される

場合の剛結部が担う場合が多い。 

ⅶ.境界条件付与システム：ⅳと同様の部位、部材が担う場合が多い。 

4-1)階段部上部構造 

ⅷ-1.階段部床版・床組システム：例えば、蹴上げや踏み板が担う場合が多い。 

ⅷ-2.階段部主桁・主構システム：例えば、主桁が担う場合が多い。 

ⅷ-3.階段部立体機能保持システム：例えば、蹴上げや踏み板が担う場合が多い。 

4-2)階段部下部構造 

ⅷ-4.階段部支点位置保持システム：例えば、階段部の橋脚、橋台の躯体、及び橋

座部、梁部が担う場合が多い。 

ⅷ-5.階段部地表面位置保持システム：例えば、階段部の橋脚、橋台の基礎、及び

基礎周辺地盤が担う場合が多い。 

4-3)階段部上下部接続部 

ⅷ-6.階段部支点反力支持システム：例えば、階段部の支承部や、上部構造と下部

構造が剛結される場合の剛結部が担う場合が

多い。 

ⅷ-7.階段部境界条件付与システム：ⅷ-6 と同様の部位、部材が担う場合が多い。 

5)その他の接続部 

ⅸ-1.その他の接続部支点反力支持システム：上部構造と階段部の接続部（例えば、

フックやボルト、剛結部）が担う場

合が多い。 

ⅸ-2.その他の接続部境界条件付与システム：ⅸ-1と同様の部位、部材が担う場合

が多い。 

ここでは部材種別毎に担う役割の例を示しているが、ここに示した部材種別がない横断

歩道橋であっても、上部構造等の部材に求められる機能が減ることはなく、一つの部材で

複数の機能を担うものである。そこで、部材毎の荷重の支持、伝達機能を推定するにあた

っては、それぞれの部材種別に求められる機能を適切に区分し、横断歩道橋の構成要素に

求められる力学的な機能を漏れなく推定できるようにする。 
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6.4 横断歩道橋の性能の推定 

6.4.1 上部構造、下部構造、上下部接続部、階段部及びその他の接続部の耐荷性能 

の推定 

 

(1)の解説 

省令では構造物の健全性の診断にあたっては、道路の構造又は交通に大きな支障を及

ぼすおそれを考慮することが求められている。横断歩道橋はその構造特性から、一般に

は、構造系としてそれぞれ主たる役割が異なる「上部構造」、「下部構造」、「上下部接続

部」「階段部」「その他の接続部」という構造部分からなるものと捉えることができる。

そして、横断歩道橋が想定する状況におかれた場合に、横断歩道橋全体としてどのよう

な状態となるのかについては、想定する状況において、各構造部分がそれぞれの役割を

どのように果たしうる状態となるのかをまず評価したうえで、それらの組み合わされた

状態として横断歩道橋全体としてはどのような状態になると言えるのかを評価すること

が合理的と考えられる。さらに、健全性の診断の区分の主たる決定根拠の一つとなる横

(1) 横断歩道橋並びにその上部構造、下部構造、上下部接続部、階段部及びその他の

接続部について、(2)に示す状況に対してどのような状態となる可能性があるかを

推定し、その結果を(3)に従って区分する。 

(2) 次回定期点検時期までに想定される横断歩道橋が置かれる状況として、少なくと

も以下の状況を、立地条件等も勘案して考慮する。 

1) 起こりえないとは言えないまでも混雑状況としては極めて稀な程度の群衆満

載を想定した活荷重 

2) 一般に道路管理者が緊急点検を行う程度以上の規模が大きく稀な地震 

3) 横断歩道橋の立地条件によっては被災可能性があるような稀な洪水等の出水 

(3) (2)で想定する状況に対して、横断歩道橋並びにその上部構造、下部構造、上下部

接続部、階段部及びその他の接続部がどのような状態となる可能性があるのかを

推定した結果を、以下により区分する。 

 

Ａ：何らかの変状が生じる可能性は低い 

Ｂ：致命的な状態となる可能性は低いものの何らかの変状が生じる可能性がある 

Ｃ：致命的な状態となる可能性がある 

 

(4) (3)にて、上部構造、下部構造、上下部接続部、階段部及びその他の接続部がどの

ような状態になるのかを推定するにあたっては、6.4.2 で推定する上部構造、下

部構造、上下部接続部、階段部及びその他の接続部の機能の状態の推定の結果を

考慮して行う。 
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断歩道橋の耐荷性能についてどのような見立てが行われたのかは、将来の維持管理にお

いても重要な情報でもあるため、そのような主たる構造部分の役割に照らした耐荷性能

の推定を行う。 

法定点検では、その一環で通常行われる程度の状態の把握、それらを基礎情報として

の性能の見立てや将来予測の結果が、健全性の診断の主たる根拠となり、そこでは、構

造解析を行ったり、精緻な測量、あるいは高度な検査技術による状態等の厳密な把握を

行ったりすることまでは必ずしも求められていない。また、どの部位・部材が上部構造、

下部構造、上下部接続部、階段部及びその他の接続部の役割を担っているかの区分や、

次回点検までにどのような状況に対してどのような状態となる可能性があるのかといっ

た性能の見立てについても、歩道橋診断員が自らの近接目視を基本として得られる情報

程度から主観的評価として言える程度の技術的水準及び信頼性のものでよい。 

 

(2)の解説 

政令では、点検は、道路の存する地域の地形、地質又は気象の状況その他の状況を考

慮することが求められている。すなわち、法定点検では、当該横断歩道橋に次回点検ま

での間、道路構造物としてどのような役割を期待するのかという道路管理者の管理水準

に対する考え方の裏返しとして、横断歩道橋が置かれる状況を想定し、横断歩道橋の状

態の技術的な評価を行う必要がある。そこで、想定する状況を起こりえないとは言えな

いまでも通常の供用では極めて起こりにくい程度の状況として、横断歩道橋に支配的な

影響を与える状況のうち少なくとも考慮する必要があるものを示した。なお、横断歩道

橋の立地条件によっては被災可能性があるような台風等の暴風の状況についても想定す

るなど、立地条件ほか構造条件、横断歩道橋の状態等を踏まえ、必要に応じて想定する

状況を設定するのがよい。 

 

(3)の解説 

(2)の状況に対して、どのような状態となるのかについて、横断歩道橋の機能及びそ

れが横架する道路の機能を提供する観点から、横断歩道橋の構造安全性、第三者被害の

おそれなどについて、定期点検時点での見立てとして、何らかの変状が生じる可能性は

低いといえるのか（Ａ)、致命的な状態となる可能性が高いと言えるのか（Ｃ）、あるい

はそのいずれでもないのか（Ｂ)について知り得た情報のみから概略的な評価を行う。

ここでいう、致命的な状態とは、横断歩道橋利用者の安全な通行が確保できず通行止め

や大幅な荷重制限などが必要となるような状態であり、例えば、落橋までには至らない

までも、支点部で支承や主桁に深刻な変状が生じて通行不能とせざるを得ないような状

態、あるいは下部構造の破壊や不安定化などによって上部構造を安全に支持できていな

い状態、階段部の落下に至らないまでも上部構造と階段部の接続部の変状や破壊が生じ

て通行不能とせざるを得ないような状態なども考えられる。また、横断歩道橋の構造安
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全性の観点からの状態以外にも、路面陥没の発生によって通行困難となるなどの横断歩

道橋利用者の安全な通行の観点やそれが横架する道路の通行及び安全な利用の観点から

の状態も含まれる。具体的に想定される状態やそのときに横断歩道橋としての機能がど

れだけ損なわれる危険性があるのかは、横断歩道橋本体及びそれらと一体で評価すべき

範囲の歩道や近隣施設の状態あるいは地盤の条件などによっても異なるため、それぞれ

の横断歩道橋毎に個別に判断すればよく、6.4.2 の結果も考慮して、上部構造、下部構

造、上下部接続部、階段部及びその他の接続部の状態を推定する。なお、「地震」の影

響に対する状態の技術的な評価にあたっては、フェールセーフの機能を考慮してはなら

ない。 

「想定する状況に対してどのような状態になる可能性があるのか」の概略評価である

ＡＢＣの評価結果は、このように、従来同じ記号を用いていた対策区分の判定とは異な

り、横断歩道橋に対する対策の必要性を区分するものではないので留意する必要がある。

また、主として横断歩道橋本体の状態に着目して行われるものであり、横断歩道橋本体

等から腐食片やコンクリート片の落下、付属物等の脱落などが生じることで横断歩道橋

利用者及び第三者被害が生じる恐れがあるような場合には、速やかに応急措置等が行わ

れることが一般的であることから、ＡＢＣの評価には考慮されない。ただし、そのよう

な原因によって深刻な横断歩道橋利用者及び第三者被害を生じさせる可能性があるにも

かかわらず、それらに措置が行われていない状態となると見込まれる場合には、致命的

な状態と評価することが適当と判断されることも否定されるものではない。 
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6.4.2 上部構造、下部構造、上下部接続部、階段部及びその他の接続部の構成要素の力

学的な機能を担う部材群の耐荷性能の推定 

 

(1)(2)の解説 

定期点検では、基本的に次回の定期点検までの間に遭遇する状況に対してどのような

状態となる可能性があるのかを主たる根拠として健全性の診断の区分が行われることと

なる。横断歩道橋では、一般に５年程度の期間では耐久性能として評価されるような環

境作用や疲労現象などの経年的影響のみでは橋の状態が大きく変化することは少なく、

点検時点の状態を主たる根拠として健全性の診断の区分を行えばよいことが一般的であ

る。ただし、疲労耐久性が著しく劣るような構造など疲労損傷が生じる危険性が特に高

いと考えられる場合や、塩分の影響によって鋼材の腐食に至ったりそれが急速に進行す

る可能性が特に懸念されるような場合、又は、アルカリ骨材反応による劣化が進行しつ

つあると判断される場合には、これらの影響による急速な状態の変化が生じる可能性も

疑われるので、次回定期点検までの荷重の支持、伝達の機能の状態の推定に適切に反映

させる必要がある。 

各部材や接合部における荷重の支持、伝達の状態を推定するにあたっては、荷重伝達

や断面力などに対して強度が発現されるときの断面内の応力分担などの機構を推定する

必要がある。また、その機構が有効に働くかどうかは、有効断面の面積、断面内の材料

の一体性、応力集中の度合いなどに依存する。そこで、把握した変状とそこから推定さ

れる変状の原因も考慮したうえで、変状が、荷重の支持、伝達の機能に与える程度を推

定する。ここでいう致命的な状態とは、横断歩道橋利用者の安全な通行が確保できず通

行止めや大幅な荷重制限などが必要となるような状態である。例えば、落橋までには至

らないまでも、支点部で支承や主桁に深刻な変状が生じて通行不能とせざるを得ないよ

うな状態、あるいは下部構造の破壊や不安定化などによって上部構造を安全に支持でき

ていない状態、階段部の落下に至らないまでも上部構造と階段部の接続部の変状や破壊

が生じて通行不能とせざるを得ないような状態なども考えられる。また、横断歩道橋の

構造安全性の観点からの状態以外にも、路面陥没の発生によって通行困難となるなどの

(1) 上部構造、下部構造、上下部接続部、階段部及びその他の接続部がそれぞれ求め

られる役割を果たせる状態かどうかを推定するにあたって、6.4.1（２）で考慮す

る橋が置かれる状況において、それぞれの部材群（システム）が担う、荷重を支

持、伝達する機能の状態を推定する。推定した結果は、6.4.1（３）により区分す

る。 

(2) (1)を行うにあたっては、「6.3 状態の把握」にて把握した部位、部材等の状態に

ついての情報を反映する。 

(3) (1)においては、情報の取得手段と情報の信頼性についての推定を考慮する。 



35 

横断歩道橋利用者の安全な通行の観点やそれが横架する道路の通行及び安全な利用の観

点からの状態も含まれる。 

また、洗掘は、洪水時など定期点検時点の確認だけでは把握が困難な状態の変化が生

じる可能性がある現象であり、そのような危険性がある場合には、洪水後には必要に応

じて状態の確認を行うのがよい。 

 

(3)の解説 

必ずしも近接目視、打音、触診ができない部位・部材など、状態把握の方法によって

は、「6.3 状態の把握」の規定に示す必要な情報の取得にあたって十分ではない結果も

想定される。その結果によって、部材群の耐荷性能の推定に及ぼす影響が考えられる場

合は、措置の方針が変わる場合も想定されることから、その場合には別途所見欄にその

内容を記録しておくことが望ましい。  
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6.5 フェールセーフの性能の推定 

 

フェールセーフについては、横断歩道橋に地震時に機能させることを意図したフェー

ルセーフが設けられている場合には、「地震」の影響に対して、その横断歩道橋にフェー

ルセーフが機能することを期待する状態となることを想定して、フェールセーフの装置

等に着目して、それが所定の機能を適正に発揮できるかどうかの観点で評価する。すな

わちこの場合の何らかの変状とは、フェールセーフが期待される機能を発揮できない状

態となることに相当し、致命的な状態とは、フェールセーフが所定の機能を発揮できな

いままに破壊されたり、その機能を喪失した状態となることに相当する。 

なお、取付部の状態も、フェールセーフの性能の推定では考慮するのがよい。 

 

6.6 特定事象等の有無の評価  

 

(1)の解説 

道路管理者が「健全性の診断の区分」を決定するにあたっては、次回定期点検まで

の状態の変化やその間の性能の見立て、及び、予防保全の実施を検討すべきかどうか

といった中長期的な視点も考慮される。そこで、これまでの架け替え、不具合の例や

過去の損傷程度の評価の分析結果、条件に該当しているかどうかを把握していること

が効果的な維持管理を行う上で重要と考えられる事象を「特定事象」とした。合理的

な維持管理に資する目的で、部材群等のそれらへの該当の有無を評価する。 

例えば、塩分の影響によって内部鋼材の腐食に至ったりそれが急速に進行する可能性

横断歩道橋に地震時に機能させることを意図したフェールセーフが設けられている

場合、「地震」の影響に対してその横断歩道橋にフェールセーフが機能することを期待

する状態となることを想定して、フェールセーフの部位等に着目して、それが所定の

機能を適正に発揮できるかどうかの観点で技術的な評価をする。 

(1) 維持管理上、特別な取扱いをする可能性のある事象を把握しておくために、部材

群等の状態が表 6.6に示す特定事象に該当するかどうかを推定する。 

 

表 6.6 主な特定事象の例 

1) 塩害 

2) 防食機能の低下 

3) その他 

 

(2) その他、確認された変状について、当該部材等の耐久性能に影響を与えたり、周

辺部材の耐久性能に影響を特に与える観点で特筆すべき事象の有無を評価する。 
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が特に懸念されるような場合には、次回の定期点検までにこれらの影響による急速な状

態の変化が生じる可能性も疑う必要があることとなる。また、これらの事象は、着実に

劣化が進行することが多く、これまでも架け替えや部材の更新の要因の一つとなったり、

性能の回復のための労力が多大になった経験も認識されているところであり、適切な時

期に適切な措置を行うことで予防保全効果が期待できることも多いとされている。その

ため、部材群等が予防保全の有効性の観点からも特に注意が必要な塩害、防食機能の低

下などに該当するかどうかやこれらに関連する過去の補修補強等の経緯については注意

する必要があるとともに、「健全性の診断の区分」の決定にも大きく関わることが多い

これらの事象への該当の有無やそれらと健全性の診断の区分の決定との関係については

確実に記録や所見を残す必要があることから、特定事象の有無の評価と記録を残すもの

とした。 

主な特定事象の例を以下に示す。 

１）塩害 

コンクリート部材を対象とする。内在する塩分に加え、外部からの塩分の浸透

によりコンクリート部材内部の塩化物イオンが一定量以上となり、内部鋼材の腐

食が生じる状態。原因として飛来塩分による場合に限定せず、そのような状態が

確認された場合が該当する。 

２）防食機能の低下 

鋼部材を対象とする。防食機能として、塗装、めっき、金属溶射、耐候性鋼材

等がある。防食機能である塗装、めっき、金属溶射等についてはそれらが劣化し

ている状態、耐候性鋼材については、保護性錆が形成されていない状態であり、

板厚減少等を伴う錆が発生している状態である「腐食」には至っていない状態。 

 

その他として、例えば、鋼部材であれば高力ボルトの遅れ破壊、コンクリート部材で

あれば凍害や床版デッキプレートの腐食については記録しておくとよい。 

目地部からの漏水又はその影響は、上部構造、下部構造、上下部接続部、階段部及び

その他の接続部の耐久性へ与える影響はこれまでの定期点検でも多く考慮されている。

そこで、上部構造、下部構造、上下部接続部、階段部及びその他の接続部の状態に目地

部からの漏水の影響があると考えられる場合には、目地部からの漏水の影響として記録

する。 

この他、道路管理者において、過去の維持管理の経験や損傷程度の評価の他、データ

の分析などに基づき、予防保全の観点や中長期的な計画の策定などで維持管理上特別な

扱いを行う可能性のある事象があれば、その他の中で具体的に推定、記録する項目を設

定することができる。なお、定期点検では近接目視が基本とされている。特定事象にど

のような項目を追加するのかや、個々の項目に対して定期点検の一環としてどこまでの

状態の把握や情報の取得を行うのかについては、必要に応じて検討するものであるが、
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得られた範囲の情報を反映し、最新の評価がなされていることが重要である。必要に応

じて、詳細調査又は追跡調査の必要性を検討し、検討結果を反映するなどの対応も考え

られる。 

 

(2)の解説 

特定事象以外にも、排水不良、路面や排水からの飛散水など、劣化に対して局所的

な暴露環境に影響を与える不具合は広くあると考えられる。横断歩道橋に見られる変

状を幅広く、かつ、詳細に記録に残すことは別途「8.状態の記録」で行われるもので

あるが、道路管理者が横断歩道橋の健全性の診断の区分やその他措置の必要性を検討

するにあたって必要と考えられるものは、各部材群の性能の評価を行うときに写真な

どとともに所見として記録を残すことができるように(2)を規定した。ただし、写真に

ついては、「6.7.3 維持工事等での対応の必要性の検討」での評価とともに記録してい

る場合には重複して記載する必要はなく、記録全体として、道路管理者が横断歩道橋

の健全性の診断の区分やその他措置の必要性を検討するにあたって必要な情報が伝達

されるようにすればよい。 

 



39 

6.7 措置の必要性等の検討 

6.7.1 措置の必要性等の検討 

 

実際に措置を行うかどうかや措置を実施する場合には具体的な内容や方法については、

道路管理者が総合的に検討することとなるが、ここでは、その検討に必要な技術的な見解

をまとめる。 

政令では、点検は、道路の構造、交通状況又は維持もしくは修繕の状況、道路の存する

地域の地形、地質又は気象の状況その他の状況を考慮すること、道路の効率的な維持及び

修繕の必要性を考慮することが求められている。また、省令では構造物の健全性の診断の

区分の決定にあたって、道路の構造又は交通に大きな支障を及ぼすおそれを考慮すること

が求められている。そこで、まず、次回の定期点検で再度状態の把握が行われるまでの間

に想定する状況に対してどのような状態になるのかを検討した結果やその結果想定される

横断歩道橋の機能への支障を考慮して、次回定期点検までに行う必要があると考えられる

措置の内容を検討する。また、経年劣化を考慮した横断歩道橋の予防保全の必要性や長寿

命化の実現などの観点や、横断歩道橋本体や付属物等からの部材片や部品の落下などによ

る横断歩道橋利用者や第三者への被害発生の可能性の観点から、次回定期点検までに行う

必要がある、又は行うことが望ましいと考えられる措置を検討する。 

このとき、どのような措置を行うことが望ましいと考えられるのかについては、対象の

横断歩道橋のどこにどのような変状が生じているのかという状態の把握結果も用いて、次

回定期点検までに横断歩道橋が遭遇する状況において、どのような状態となる可能性があ

ると言えるのかの推定結果、さらには、そのような事態に対してその横断歩道橋にどのよ

うな機能を期待するのかといった横断歩道橋の機能及びそれが横架する道路の道路機能へ

(1) 上部構造、下部構造、上下部接続部、階段部及びその他の接続部について、想定

する状況に対してどのような状態となる可能性があると推定されるかを検討した

結果や想定される横断歩道橋の機能への支障及び第三者被害のおそれの観点、並

びに、効率的な予防保全の実施の観点から、次回定期点検までに行う必要があっ

たり、行うことが望ましいと考えられる措置の内容を検討する。 

(2) (1)において、措置の内容として、定期的あるいは常時の監視、維持や補修・補強

などの修繕、横断歩道橋の撤去や通行規制・通行止めなどを想定する。 

(3) 横断歩道橋の耐荷性能を直接担う構造部分以外にも、フェールセーフに対し(1) 

から(2)に準じて、措置の内容を検討する。 

(4) (1)から(3)による他、横断歩道橋の各部の措置の内容の検討として、次回点検ま

でを念頭に、以下の措置の内容のいずれか又は組合せについて検討する。 

1) 緊急対応 

2) 維持工事等での対応 

3) 詳細調査又は追跡調査 
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の支障や第三者被害のおそれ、あるいは効率的な維持や修繕の観点からはいつどのような

措置をするべきなのかといった検討もされる必要がある。なお、歩道橋診断員によるこれ

らの検討を根拠とし、道路管理者は、定期点検時点での道路管理者としての最終決定結果

として、対象横断歩道橋の措置に対する考え方と告示に定める「健全性の診断の区分」を

決定する。したがって、歩道橋診断員が告示に定める「健全性の診断の区分」を決定する

ものではない。 

また、具体的な措置の内容や方法については道路管理者が検討するものであるが、歩道

橋診断員は、効率的な維持や修繕の観点から次回点検までを念頭に必要と考えられる措置

の内容について検討を行う。措置には、定期的あるいは常時の監視、補修や補強などの横

断歩道橋の機能や耐久性等を維持又は回復するための維持、修繕のほか、撤去、緊急に措

置を講じることができない場合などの対応として、通行規制・通行止めがある。監視は、

対策を実施するまでの期間、その適切性を確認したうえで、変状の挙動を追跡的に把握し、

以て横断歩道橋の管理に反映するために行われるものであり、これも措置の一つであると

位置づけられる。例えば、横断歩道橋の機能や耐久性を維持するなどの対策と組み合わせ

るのがよく、適切な横断歩道橋の管理となるように検討する。 

以上の検討の結果は、所見としてまとめる。このとき、所見には以下の観点を含むもの

とする。この他の所見の記述の留意点は、付録－１による。 

〇横断歩道橋全体に対する技術的見解の総括、及び、上部構造、下部構造、上下部接続

部、階段部及びその他の接続部などに対して、施設の状態及び次回点検までに必要な

補修や補強等の対策の必要性やその理由が容易に理解できるように記述する。 

〇所見には「健全性の診断の区分」の決定に影響する耐荷性能の回復や変位の監視、あ

るいは防食機能の低下の抑制など、耐荷性能や耐久性能の観点からの技術的見解やそ

の理由が容易に理解できるように記述する。 

〇ライフサイクルコストの視点からの技術的な見解についても記述する。多くの横断歩

道橋では、様々な種類の変状が数多く発生しており、効果的かつ合理的な維持管理の

観点からは、次回点検までに防食機能の回復や変状の進展や拡大の防止措置などを行

うことが望ましいものも多くある。一方で、これらの変状のそれぞれは、それぞれの

状況において何らかの変状が生じる可能性があるかどうかの観点では直ちに影響があ

るとは言えず、また、目地部からの漏水や排水からの飛散水など、6.6 の特定事象に

該当するわけでもないケースも多いが、これらの変状の有無やそれらによる影響が、

特定事象を引き起こす可能性やライフサイクルコストに及ぼす影響の観点から次回定

期点検までの予防的措置の実施を考えることは重要である。 

○部材片や部品の落下などによる横断歩道橋利用者や第三者への被害発生の可能性の観

点からの施設の状態及び次回定期点検までの対策の必要性の観点からの技術的見解や

その理由が容易に理解できるように記述する。 
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6.7.2 緊急対応の必要性の検討 

 

定期点検においては、損傷状況から、横断歩道橋の利用者や横断する道路等や第三者に

被害を及ぼすおそれがあるような損傷によって緊急対応が必要と疑われる場合について検

討する。例えば、遊間が異常に広がっており利用者の転倒が懸念される場合や、コンクリ

ート塊が落下し、横断歩道橋下の通行人、通行車両に被害を与えるおそれが高い場合など

がこれに該当する。 

定期点検は、横断歩道橋の維持管理業務において、横断歩道橋の各部に最も近接し直接

的かつ詳細に損傷状況の把握を行うことのできる点検であり、そのため、日常的なバトロ

ールや遠望からの目視では発見することが困難な損傷のうち、特に緊急対応が必要となる

可能性の高い事象については、定期点検で確実に把握しておくことが必要である。 

迅速かつ確実な対応がされるように、緊急の対応の必要性を道路管理者に早急に連絡す

るとともに、「Ｅ」という記号を付して記録しておく。その場合、歩道橋診断者は、速や

かに道路管理者に報告し、早急に道路管理者に対応を促すことが重要である。 

 

  

(1) 安全で円滑な利用の形態の確保、横架する道路等や第三者への被害予防を図るた

め、損傷の発生している部材・部位とその程度、周囲の状況を総合的に考慮し

て、緊急対応の必要性について検討する。 

(2) (1)の検討の結果、緊急対応が必要となる場合には「Ｅ」に区分する。 

(3) 緊急対応の必要があると判断された場合は、定期点検計画の緊急対応の必要性等

の連絡体制により、速やかに連絡するものとする。 
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6.7.3 維持工事等での対応の必要性の検討 

 

定期点検で発見する損傷の中には、早急に、しかも比較的容易に通常の維持工事で対応

可能なものも考えられる。そこで、日常の維持行為の中で早急に対応することが特に推奨

されるものやその他維持、修繕などの対応する必要があるものを検討する。 

例えば、土砂詰まりなどは、損傷の原因や規模が明確で、通常の維持工事で補修するこ

とができると考えられる。また、高欄のボルトのゆるみのように原因が不明であっても必

ずしも詳細調査が必要とはならない場合も考えられる。これらの例のように、容易に補修

や改善の対応が可能であり、直ちに対処することが望ましいと考えられるものについては、

「Ｍ」という記号を付して記録しておく。また、付属物など、上部構造、下部構造、上下

部接続部、階段部、その他の接続部又はフェールセーフ以外にも、同様の観点での修繕や

更新が必要な場合も考えられる。これらについても、必要に応じて「Ｍ」という記号を付

して記録する。 

なお、「Ｍ」に区分される対応の必要性は、その可能性があるものにフラグ立てやリス

ト化したものを別途報告するなどして、必要に応じた適切な対応がとられるようにしなけ

ればならない。 

 

  

(1) 当該部材・部位の機能を良好な状態に保つため、損傷や不具合の種類と規模、発

生箇所を考慮して、横断歩道橋毎に日常の維持行為の中で早急に対応することの

必要性について検討する。 

(2) (1)の検討の結果、維持工事等での対応が必要となる場合には「Ｍ」に区分する。 
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6.7.4 詳細調査又は追跡調査の必要性の検討 

 

定期点検は、近接目視を基本として得られた情報の範囲から、横断歩道橋の性能の推定

や措置の必要性を判定するものである。そこで、横断歩道橋の性能の推定や措置の必要性

を判断するために、損傷の原因や規模、進行可能性について詳細調査又は追跡調査が必要

と考えられる場合がある。近接目視を基本として得られた情報の範囲から横断歩道橋の性

能の推定や措置の必要性を判断しつつ、損傷原因や規模、進行過程などについての調査を

行うことで、効率的な維持管理につながると考えられる場合などに調査の必要性も判定で

きるように、上記のとおり規定した。 

詳細調査が必要である場合には「Ｓ１」、 追跡調査が必要である場合には「Ｓ２」と区

分して記号を付して記録する。その区分の基本的な考え方は、次のとおりである。 

 

判定区分Ｓ１：原因の確定などの詳細な調査を行うことで、横断歩道橋の性能の推定

や部材群毎の措置の内容や必要性が変わり得ると判断できる状態をい

う。例えば、コンクリート表面に亀甲状のひびわれが生じていてアル

カリ骨材反応の疑いがある場合、デッキプレート下面にて腐食が確認

され、かつ上面側で著しい減肉の疑いがある場合などがこれに該当する。  

判定区分Ｓ２：詳細調査を行う必要はないが、異常の進行の可能性の見立てについて

特に観察を継続することで、横断歩道橋の性能の推定や措置の内容や

必要性が変わり得ると判断できる状態をいう。例えば、乾燥収縮によ

るコンクリート表面のひびわれの進展を見極める必要がある場合など

がこれに該当する。 

 

(1) 調査を行うことで損傷原因や規模、進行の可能性の見立て又は横断歩道橋の性能

の推定や措置の必要性の判定が変わり得る場合には、部材等の役割及び部材群や

横断歩道橋の性能に与える影響の度合いも考慮して、詳細調査又は追跡調査の必

要性を検討する。 

(2) (1)の検討の結果、詳細調査又は追跡調査が必要と考えられる場合は、表 6.7.4 に

掲げる「調査対応の必要性の区分」のいずれに該当するのかを決定する。 

 

表 6.7.4 調査対応の必要性の区分 

区分 判定の基本的な考え方 

S1 
原因の確定などの詳細な調査を行うことで，横断歩道橋の性能の推定や部

材群毎の措置の内容や必要性が変わり得ると判断できる状態。 

S2 

詳細調査を行う必要はないが，異常の進行の可能性の見立てについて特に

観察を継続することで，横断歩道橋の性能の推定や措置の内容や必要性が

変わり得ると判断できる状態。 
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「Ｓ１」又は「Ｓ２」に区分した場合には、必要な詳細調査や追跡調査の内容を所見に

残すものとする。 

なお、初回点検で発見された損傷については、供用開始後２年程度で損傷が発生すると

いうのは正常とは考え難いため、その原因を調査して適切な措置を講じることが長寿命化、

ライフサイクルコストの縮減に繋がると考えられることから、調査や対策の必要性の検討

において考慮する。 

また、例えば乾燥収縮によるコンクリート表面のひびわれなど、損傷原因は確定できる

ものの進行可能性を見極めた上で補修等の必要性を判定するのが妥当と判断される場合も

あり、この場合は詳細調査を省略して追跡調査のみ行うことで十分である。この場合の判

定の記録として、Ｓ2を設定する。 
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6.8 措置等 

6.8.1 応急措置 

 

定期点検等における状態の確認、損傷状況の把握の段階において、第三者被害、利用

者被害を与えるようなコンクリートのうき・剥離等の損傷が発見された場合、被害を未

然に防ぐために、点検作業の範囲内で行うことができる程度の応急的な措置を講ずるも

のとする。 

応急措置は、点検時に発見した第三者被害の危険性がある損傷のうち、比較的容易に

直近の危険性を回避することを目的に行う応急的な措置である。はく落の危険性がある

コンクリートうき部の叩き落としや部材の撤去、車両走行の妨げとなる落下物の撤去、

附属物の取付部の補強、及び不安定部材の撤去を対象とする。 

なお、点検時に関わらず道路・歩道橋利用者等からの通報時にも同様の措置を行うも

のとする。 

 

  

定期点検等における状態の確認、損傷状況の把握の段階において、第三者被害を与

えるような標識板等の添架物、裾隠し板の変状やコンクリートのうき・剥離の損傷が

発見された場合は、被害を未然に防ぐために、点検作業の範囲内で行うことができる

程度の応急的な措置を講ずるものとする。 
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6.8.2 詳細調査 

 

定期点検は近接目視を基本としているため、損傷の状況や程度の把握には限界があり、

発生原因や規模、進行性などが不明な場合が生じ得る。一般的にはこれらが不明の場合、

補修等の必要性の判定は困難であり、適切な健全性診断のため、詳細調査が必要となる。 

ただし、原因が不明であっても容易に修繕ができる損傷、部位・部材であれば、直ちに

対処する方が望ましい対応となる場合もあるため、詳細調査はその必要性を十分検討した

上で実施する。 

表 6.8.2 に鋼部材、コンクリート部材における一般的な詳細調査の項目を示す。 

 

表 6.8.2 詳細調査項目 
部材区分 調査項目 部材区分 調査項目 

鋼部材 

腐食範囲調査 

鋼部材 

変形量測定 

板厚測定 たたき試験 

塗膜劣化範囲調査 高力ボルトゆるみ・破断調査 

塗膜厚測定 

コンクリート

部材 

鉄筋の腐食度・かぶり厚調査 

表面付着塩分量調査 たわみ量測定 

き裂範囲調査 塩化物イオン含有量調査 

溶接ビードのど厚調査 ひびわれ状況調査 

非破壊検査 

PT(浸透深傷試験） 中性化試験 

UT(超音波深傷試験） アルカリ骨材反応性試験 

MT(磁紛深傷試験） 圧縮試験 

RT(放射線透過試験） 沈下・移動量測定 

ET(過流深傷試験） たたき試験 

 

 

  

損傷の発生原因や規模、進行性が不明なため、健全性の診断が適切に行えない場合

は、損傷の程度、部位・部材の重要度を考慮した上で、必要に応じて詳細調査を実施

する。 
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6.8.3 措置 

 

措置は、点検・診断の結果、横断歩道橋に利用者や第三者の安全・安心を脅かす可能性

が生じている場合に講ずる、応急対策、本対策、監視及び通行規制の各対応をいう。措置

にあたっては、対応の緊急性、対策の即応性、効果の持続性等を検討し、通行の確保や横

断歩道橋の機能・耐久性等の回復に最適な方法を検討する。 

 

（1）応急対策 

応急対策とは、定期点検等で利用者被害や第三者被害が生じる可能性が高い損傷

が確認された場合、本対策を実施するまでの期間、横断歩道橋の機能を確保するこ

とを目的として行う対策であり、すみやかに実施することが重要である。 

 

（2）本対策 

本対策とは、今後想定される供用期間に応じて横断歩道橋の機能を回復すること

を目的として修繕を行うことである。本対策にあたっては、損傷の原因・内容に応

じた適切な工法等の選定や設計を行うなど、機能・耐久性等を確実に回復できるよ

う十分に検討する。 

ただし、損傷の原因や発生機構が明確で標準的な対応方法が存在する場合は、コ

スト縮減を図るため、設計等を省略して本対策を実施することも検討する。 

 

（3）監視 

監視とは、応急対策や通行規制を実施した箇所、もしくは応急対策や本対策を制

約等により緊急的に実施できない横断歩道橋に対し、通行の安全を確保し、損傷の

挙動や進行状況を追跡的に把握するために観察・調査等を行うことである。 

 

（4）通行規制 

通行規制とは、IV（緊急措置段階）の可能性があるなど、横断歩道橋の機能に支

障を及ぼす損傷が確認された場合に、利用者の被害防止を図るため、緊急に必要な

期間、横断歩道橋の利用を制限する対策であり、状況に応じて通行止めを実施する。

第三者被害が生じる恐れがある場合については、応急対策もしくは撤去までの間に

ついて、設置路線の通行止や車線規制等を実施する。 

 

 

 

点検・診断の結果、利用者や第三者の安全・安心を脅かす可能性が認められる場合

は、横断歩道橋の位置付けと状態を踏まえ、供用確保の必要性と修繕に要するコスト

の両面から総合的に判断し、必要な措置を講ずる。 
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表 6.8.3 応急対策が必要な損傷 
工 種 部  材 損  傷 

上部構造 

鋼 

床版 亀裂 破断 ゆるみ脱落 異常な音・振動  

主構 亀裂 破断 ゆるみ脱落 異常な音・振動 異常なたわみ 

床版・主構以

外 
亀裂 破断 ゆるみ脱落 異常な音・振動  

コンクリート 

床版 うき 抜け落ち    

主構 うき  定着部の異常 異常な音・振動 異常なたわみ 

床版・主構以

外 
うき  定着部の異常   

下部構造 

鋼 橋脚 亀裂 破断 ゆるみ脱落 異常な音・振動  

コンクリート 橋台・橋脚 剥離・鉄筋露出 定着部の異常    

基礎 
沈下移動・傾

斜 
    

支承部 

鋼 

支承本体 

亀裂 破断 ゆるみ脱落 支承の機能障害 
沈下移動・傾

斜 

コンクリート    支承の機能障害 
沈下移動・傾

斜 

沓座 変形・欠損     

階段部 
鋼 亀裂 破断 ゆるみ脱落 異常な音・振動  

コンクリート 剥離・鉄筋露出 定着部の異常    

 

 

6.9 点検・診断結果の記録  

 

 

点検・診断の記録は、付録－１「定期点検結果の記入要領」による。 

維持・修繕等の計画を適切に立案するうえで不可欠と考えられる情報として、想定する

状況に対する横断歩道橋の構造安全性、予防保全の必要性、第三者被害の発生の可能性な

どについての横断歩道橋の状態に関する所見が記録される必要がある。 

構造安全性の観点からは、横断歩道橋の状態等に対する技術的な評価が、どのような理

由で横断歩道橋全体として決定される健全性の診断の区分の決定に影響したのかなどの主

たる根拠との関係がわかるように、横断歩道橋の耐荷性能を担う上部構造、下部構造、上

下部接続部、階段部及びその他の接続部のそれぞれについても、想定する状況に対してど

のような状態になると見込まれるのかの推定結果を記録する。例えば、横断歩道橋に作用

する荷重を支持・伝達するための構造の構成、システムが各状況に対して機能を担える状

態であるかどうかの推定、その根拠となった状態の写真等を記録する。この時、劣化の進

展を防ぐための対策を実施するなど、所見の前提や仮定として考慮した事項がある場合は

あわせて記録する。また、状態の把握の精度が性能の見立ての評価に影響を及ぼすことか

想定する状況に対する上部構造、下部構造、上下部接続部、階段部及びその他の接

続部などの構造安全性、予防保全の必要性、第三者被害の発生の可能性などについて

の技術的観点からの見解並びにその根拠となる確認した横断歩道橋の各部の状態及び

状態の確認の方法などを記録する。 
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ら、健全性の診断にあたって、近接目視により状態が把握できない部位・部材がある場合

は、健全性の診断の前提条件として記録する。同様に、点検支援技術や非破壊検査技術等

を活用する場合は、その部位・部材について記録するとともに、今後の検証が可能となる

ように使用機器等の情報を記録する。 

予防保全の必要性の観点からは、特定事象の該当の有無から、横断歩道橋の耐久性能に

ついての評価や措置の必要性についての技術的見解とその根拠について記載する。 

第三者被害の発生の可能性の観点からは、応急措置の実施の有無も考慮した上で、次回

定期点検までの第三者被害の発生の可能性についての横断歩道橋の状態に関する所見と、

措置が必要であるかどうかを記録する。 

また、横断歩道橋の耐荷性能を直接担う構造部分以外にも、フェールセーフが設置され

ている場合のフェールセーフに対する評価は、横断歩道橋としての措置の必要性の判断に

も影響することが多いと考えられることから記録しておく。 

以上のほか、排水設備その他交通安全のための付属物の状態の改善や、耐久性の向上に

資する対応などで、直接は上部構造、下部構造、上下部接続部、階段部及びその他の接続

部の性能に関係しないものの実施しておくことが横断歩道橋の長寿命化につながり、かつ、

早急に対応するのがよい事項などの所見を根拠となる写真とともに記録する。 
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7．横断歩道橋利用者及び第三者被害の予防 

 

7.1 措置の対象 

 

横断歩道橋が横架する道路等の利用者への第三者被害の予防措置の対象範囲は、第三者

被害の危険性を考慮し適切に設定する。なお、措置対象範囲の設定は「浜松市橋梁定期点

検要領」の「付録－２第三者被害を予防するための橋梁点検の対象範囲」による。 

 

 

7.2 実施計画と体制 

 

落下の可能性がある損傷の措置を効果的、効率的に行うためには、「6.点検・診断」又

は「8.状態の記録」における点検等と、資機材の共有や規制等の調整、適切な方法の選定、

組合せについて、検討・計画・調整される必要がある。 

実施にあたっては、第三者被害等の予防措置だけを独立して単体で実施する体制とする

こともあれば、「6.点検・診断」又は「8.状態の記録」における点検等と同じタイミング、

体制とすることなども考えられ、道路管理者が適切に実施体制を選定すればよい。 

(1) 措置の対象部位は、コンクリート部材、鋼部材などの部材断面の一部やボルト類

や目地などが落下することによって横断歩道橋の利用者や第三者に対して被害を

及ぼす可能性がある全ての部位・部材を対象に行う。 

(2) 措置対象範囲は、横断歩道橋の利用者や第三者被害の危険性を考慮して適切に設

定する。 

第三者被害等の予防措置が確実かつ効率的に、並びに安全になされるように、措置

の手順や方法及び実施体制を適切に選定する。 
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7.3 コンクリート部材を対象としたコンクリート片の落下に対する予防措置 

7.3.1 落下する可能性のある損傷 

 

(1)の解説 

コンクリート部材におけるうき・剥離の発生に結び付く特徴の損傷事例として、「浜

松市橋梁定期点検要領」の「参考資料５．コンクリート片の落下等第三者被害につなが

る損傷例」や「橋梁における第三者被害予防措置要領（案） 参考資料１．損傷概要及

び損傷事例写真集」（平成２８年１２月国土交通省道路局国道・防災課）を参考に、同

様の損傷が見られる場合には入念な打音検査を実施する。ただし、一見したところ健全

と思える箇所についても、うき・剥離の可能性は否定できない（本章では、むしろこの

ような個所を主な対象と想定している。）ので、目視により確認できる損傷箇所以外に

ついても、打音検査等でうき・剥離を把握し予防措置を実施する。打音検査以外の方法

を用いる場合でも、打音検査で把握できる範囲のうき、剥離について把握できる方法を

用いる。 

  

(1) コンクリート片の落下の防止を対象に、落下の可能性のあるコンクリートのう

き・剥離を打音検査等、適切な方法で把握し、必要に応じて叩き落とすなどの適

切な予防措置をとる。 

(2) (1)の点検や予防措置は、コンクリート部材の全ての範囲で実施する。 
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7.3.2 措置の手順及び方法 

 

(1)の解説 

「技術的助言の解説・運用標準」では、定期点検の目的の一つに、横断歩道橋本体や

付属物等からの部材片や部品の落下などによる横断歩道橋の利用者や第三者への被害の

防止が求められている。また、省令では、定期点検は近接目視により行うことが求めら

れており、「技術的助言の解説・運用標準」では、法令の近接目視は、必要に応じて触

診や打音調査が行える程度の距離に近づくことが想定されている。そこで、コンクリー

トのうき・剥離の点検は、打音検査を用いることを基本とした。一方で、落下の可能性

がある損傷（コンクリートのうき・剥離）の点検や措置には、技術開発の進展に伴い、

様々な非破壊検査技術の利用が考えられることから、打音検査によらない場合も同等の

点検ができる適切な方法を用いることができることを明らかにした。 

打音検査の実施にあたって、事前に現地踏査を行い、架橋条件や交通条件などの現況

を確認し、近接手段を選定する必要がある。 

打音検査は、所定の点検ハンマー等でコンクリート表面を叩いてその打音から損傷の

有無を推定するものである。打音が清音であればうき・剥離はないと考え、濁音の場合

はあると考える。清音の目安は澄んだ乾いた音、濁音は濁った鈍い音である。 

遠望目視により把握した損傷及び非破壊検査により推定したうき・剥離箇所に対する

打音検査は、その周囲を含めて広めに行うのがよい。 

打音検査で使用する点検ハンマーは、重量が 1/2 ポンド（約 230g）程度のものを用

いる。打音検査の密度（間隔）は、原則として縦横 20cm 程度を目安に行うものとする。

打音検査で濁音が認められた箇所には、チョーク等を用いてマーキングを行う。 

応急措置の実施にあたって、マーキングされたコンクリート部材のうき・剥離箇所に

対して所定の石刃ハンマーで、できる限りその部分のコンクリートを叩き落とす。叩き

落とし作業には、健全なコンクリートに損傷を与えることのないよう重量が 2 ポンド

（約 910g）程度のものを使用する。 

なお、うき・剥離の範囲が広い場合やＰＣ桁等叩き落とすことによって当該箇所付近

の応力状態が変化する場合等、叩き落とすことによって構造安全性が損なわれるおそれ

があるときは、別途の方法を検討しなければならない。 

(1) 落下する可能性がある損傷（コンクリートのうき・剥離）の点検は、打音検査又

はその他適切な方法により行う。このとき、外観や打撃時の濁音等により異常が

確認された箇所に対して、たたき落としなど、コンクリート片の落下防止のため

の応急措置を行う。 

(2) (1)によらない場合、(1)によったときと同等の点検、措置ができる適切な方法に

より、点検、応急措置を行う。 
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また、作業時には、作業区域を明確にして第三者に危険の及ぶことのないよう注意す

るとともに、必要に応じて毛布等によりコンクリート片の飛散防止及び騒音対策を講じ

るものとする。特に点検者は落下物に十分注意を払い、自身の安全を確保しなければな

らない。 

打音検査以外の方法を用いる場合にも、打音検査により見つけられる程度のうき、剥

離について落下の予防がなされるように、適切な方法の選定、現地における必要なキャ

リブレーションや適用条件の検証の実施、採用する方法の実施に求められる知識・技術

によるものの従事など、適切な点検と措置がされるように計画、実施する必要がある。 

叩き落とし作業などの応急措置によりコンクリートが落下した場合には、「6.点検・

診断」に活用できるように、落下箇所の状態について記録する。その後、本格的な補修

までの処置として鉄筋の防錆処置を行う。防錆処置としては、錆を落とした後、塗装を

施すのが一般的である。 

 

(2)の解説 

点検の方法を検討するうえで、対象となるうき・剥離の例は、例えば、「浜松市橋梁

定期点検要領」の「参考資料５．コンクリート片の落下等第三者被害につながる損傷例」

や「橋梁における第三者被害予防措置要領（案） 参考資料１．損傷概要及び損傷事例

写真集」（平成２８年１２月国土交通省道路局国道・防災課）、「国土技術政策総合研究

所資料第 ７４８号 道路橋の定期点検に関する参考資料（２０１３年版）－橋梁損傷事

例写真集－」（平成２５年７月国土交通省国土技術政策総合研究所）の 1.2 などに見る

ことができる。 
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7.4 その他、鋼材の腐食片などの落下に対する予防 

 

(1)の解説 

「浜松市橋梁定期点検要領」の「参考資料２．道路橋の損傷事例」に第三者被害につ

ながる可能性のある損傷例が示されている。これに類似するものやその他、定期点検で

第三者被害につながる可能性のある損傷が見られた場合には、その場での応急処置が可

能なものについては適切な措置を行う。 

 

(2)の解説 

早急な対応が必要な可能性があることから、道路管理者に報告する。また、道路管理

者は、対応と並行し、必要に応じて「Ｅ」又は「Ｓ」判定とすることを検討する必要が

ある。 

 

7.5 措置の記録 

 

横断歩道橋の利用者及び第三者被害の予防措置の記録は、次回定期点検までの措置の必

要性の検討や、維持・補修等の計画を立案するうえで参考とすることも想定されるため、

適切な方法で記録し、蓄積しておかなければならない。 

記録様式は、横断歩道橋利用者及び第三者被害の予防措置の実施記録様式（その１）～

（その３）によるものとし、記入にあたっては、付録－１定期点検結果の記入要領による。 

  

(1) 腐食、防食機能の劣化、ボルトのゆるみなど、定期点検の過程で把握した損傷等

のうち、横断歩道橋本体や付属物等からの腐食片、部材片、部品等の落下につな

がるものや、その他目地材の劣化等に伴う落下について、落下の可能性があるも

のの除去、ボルトの締め直しなど、その場での応急処置が可能なものについては

適切な措置を行う。 

(2) 腐食箇所において有害物質の含有が疑われる場合など、容易に危害の除去を行う

ことができないようなものが見つかったときには、速やかに道路管理者に報告す

る。 

横断歩道橋の利用者及び第三者被害の予防措置の内容を、適切な方法で記録し、蓄 

積する。 
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8．状態の記録 

 

8.1 実施計画 

8.1.1 実施計画 

 

(1)の解説 

外観性状に関する客観事実のデータの収集を効率的かつ適切に行うためには、事前

に十分な実施計画を作成する必要がある。ここでいう実施計画とは、記録するデータ

の項目と収集の方法、実施体制、現地踏査、管理者協議、安全対策、緊急連絡体制、

緊急対応の必要性等の連絡体制及び工程などデータの収集の実施に係る全ての計画を

いう。 

 

(2)の解説 

データの収集にあたっては、近接目視・打音・触診以外の方法も含めて、データ収

集の目的に照らして部材等の状態の客観事実を的確に把握することができる方法を適

切に選定することが必要である。 

資機材には次のようなものが考えられる。 

・ 橋梁点検車 

・ 高所作業車などの特殊車両 

・ 仮設足場などのアクセス設備 

・ 仮設電源設備 

必要に応じて用いる検査機器等には次のようなものが考えられる。 

・ 近接できないところの外観情報の取得のための機器 

・ 外観目視が困難な部位・部材における状態の把握のための機器 

・ 目視ではデータ収集に必要な品質や精度で得られにくい情報取得のための機器 

・ 測量による形状や座標の把握 

・ 記録作業の省力化のための機器 等 

(1) データの収集にあたっては、当該横断歩道橋の外観性状に関する客観事実のデー

タの記録が適切に実施できるよう、実施計画を作成する｡ 

(2) データ収集の手法については、近接目視によるか、又は、8.2.1の損傷程度の評

価に必要な精度などを参考に、データ収集の目的に応じて適切に選定する。 

なお、近接目視以外の方法を用いる場合、必要な仕様、精度について、誤差等の

評価ができるようにキャリブレーションを行うものとし、キャリブレーション方

法はデータ収集の目的に照らして適切に設定する。 

(3) 安全対策などの計画実施上の配慮事項について整理する。 
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機器等で得られた結果の利用にあたっては、機器等の適用条件に合致する利用が可能

である架橋条件であるかや利用目的や条件に応じた機器等の能力を現地又は適切な条件

でキャリブレーションする方法なども考慮する必要がある。例えば、当該横断歩道橋の

状況、調査間隔等から鋼部材に疲労亀裂の発生が疑われる場合には、少なくとも鋼材表

面に開口した亀裂損傷を検出できる方法を用いる必要性についても検討することになる。

鋼材表面に開口した亀裂損傷の検出手法としては、渦流探傷試験又は磁粉探傷試験が有

効であるが、被検部の表面性状や部位等の条件によって検出精度に大きな差が生じる。

そのため、点検計画の作成においては、適用しようとする方法がデータ収集の目的を達

成するために必要な条件に対して信頼性のあることを予め確認し、適切な方法を選択す

る。例えば、鋼製橋脚隅角部の亀裂損傷に対する点検検査には、「鋼製橋脚隅角部の疲

労損傷臨時点検要領」（国土交通省道路局国道課、平成１４年５月）が参考にできる。 

また、非破壊検査等の手法を用いる場合には、単に機器の要求性能を高水準な精度や

仕様に設定するだけではなく、データ収集の目的や部材等の状態に応じた性能を現地で

キャリブレーションするなどの計画を行う。選択した方法や機器毎に必要な水準や精度

の結果を得るときに検査方法毎に求められる要件があれば、それらを満足する必要があ

る。 

 

(3)の解説 

安全対策などの実施上の配慮事項の整理にあたっては、選定した方法が、適切に実

施できる体制であるかどうか確認できるように整理しておく必要がある。 

1）資機材の配置 

活用する資機材の手配の現実性を精査する。また、資機材が利用可能な時期、運

搬、配置の現実性を整理する。 

2）従事するものの資格等の要件 

選定した方法により、適切な観察、計測等を行ったり、結果の解釈を行ったりす

るにあたって、必要又は望ましいとされる作業や安全管理を整理し、対応がとら

れる必要があることから、整理することとしている。また、データ取得のために

機器等を用いる場合、機器の性能や検査者の技量など様々な条件が検査精度に影

響を及ぼすことから、資格等が求められる場合もある。 

3）安全対策 

データ収集は供用下で行うことが多いため、横断歩道橋利用者、第三者及び定期

点検に従事する者の安全確保を第一に、労働基準法、労働安全衛生法、その他関

連法規を遵守するとともに、現地の状況を踏まえた適切な安全対策について、実

施計画に盛り込むものとする。 

4）通行の規制や関係機関との協議 

実施にあたり、鉄道会社、河川管理者、公安委員会及び他の道路管理者等との協
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議が必要な場合には、協議を行い、現地着手が可能な時期や時間を把握する。 

5）工程 

データ収集の方法が実施可能な体制であるとともに、適切な時期、期間に実施可

能となっているかを確認する。例えば、必要な資機材及びその使用が可能な体制

や期間が確保できるかどうかや、通行規制や関係機関との協議等を踏まえて、点

検時期や工程について適切に計画されているかどうか確認できるように整理する

必要がある。 

 

8.1.2 実施体制 

 

定期点検では、将来の維持管理の参考となり、かつ維持管理計画の策定や見直しに用い

るため、部材毎の損傷程度の評価や外観性状等の記録などの基礎データの収集・記録を行

う。これらデータの収集と記録は、部材等の状態をできるだけ正確かつ客観的に記録し、

客観的な指標である損傷程度を要素単位で記録する。これらのデータ収集や記録について

は、必ずしも性能の評価及び措置の検討を行う知識及び技能を有する必要はなく部材毎の

損傷程度の評価、外観性状等の客観事実の記録、現地作業の安全管理等に適正な能力を有

する者（歩道橋検査員）が従事すればよい。 

 

8.1.3 安全対策 

 

安全対策などの実施上の配慮事項の整理にあたっては、選定した方法が、適切に実施で

きる体制であるかどうか確認できるように整理しておく必要がある。なお、主な留意事項

については「4.定期点検計画」を参照するものとする。 

本章に関わるデータの収集及び記録は、客観事実としての部材毎の損傷程度の評価

や外観性状の記録、作業の安全管理等に適正な能力を有する者が行う。また、これを

適正に行うために必要な横断歩道橋の設計、施工又は維持管理に関する知識を有する

者が行う｡ 

横断歩道橋利用者、第三者及びデータの収集・記録に従事する者に対して適切な安

全対策を実施しなければならない｡ 



58 

8.2 損傷程度の評価と損傷の位置関係の整理 

8.2.1 損傷程度の評価 

 

損傷程度の評価の記録は、健全性の診断の区分の記録とは異なり、定期点検時点での横

断歩道橋の状態に関する基礎的なデータとして取得するものである。また、損傷程度の評

価の記録は、横断歩道橋の将来的な維持・補修等の計画の検討を行う際にも必要になる。

これらのほか、全国の横断歩道橋の劣化特性の分析などにも利用される。したがって、損

傷程度の評価の記録は、客観性が要求されるとともに、点検毎に採取される記録間で相対

比較が行えるような連続性やデータの質の均質性も要求される。損傷程度の評価にあたっ

ては、これらの点についても留意する必要がある。 

損傷程度の評価は、横断歩道橋各部の外観の状態を客観的かつ記号化して記録するもの

である。損傷程度の評価では、損傷種類に応じて相対的な区分で評価するもの、定量的な

数値データで評価されるもの、あるいはその両方で評価するものがある。いずれの評価に

おいても、損傷の外観という客観的な事実を示すものである。そこで、損傷程度の評価に

は、措置の必要性や部材の性能に関する工学的な見立てを入れず、観察事実を、数値区分

や参考写真に適合する区分へあてはめることが求められる。 

このように、損傷程度の評価は、部材の性能や措置の必要性の見立てに直接関係づける

ものではない。その区分は、劣化速度や耐荷力の水準などの部材等の性能が低下する速度

に対してバランスよく配分されるように配慮されているわけではないなど、健全性の診断

の区分に関連付けて設定されたものではないことに留意する必要がある。 

 

(1)(2)(3)の解説 

損傷状況を把握する単位は要素（部位、部材の最小評価単位）とし、要素は、付録－１

「定期点検結果の記入要領」に記載の要素番号を付す単位である。 

表 6.3.1 は、部位・部材の区分と損傷の標準的な項目（損傷の種類）について示したも

のである。横断歩道橋の構造や架橋位置などの条件によっては項目の追加や削除が必要と

部位、部材の最小評価単位（以下「要素」という）毎、損傷の種類毎に、損傷の外観を

客観的な状態を記号化して記録するものとし、少なくとも以下を網羅するように行う。 

(1) 対象とする損傷の種類は、表 6.3.1 に示す 26種類を標準とする。 

(2) 要素毎、損傷種類毎の損傷の外観の程度（以下、損傷程度の評価という）を付録－２

｢損傷程度の評価要領｣に基づいて分類、記号し、記録する。 

(3) 損傷程度の評価の区分に至った根拠として損傷の種類や状態が分かる写真を記録す

る。また、ひびわれや亀裂など損傷の形態についても、付録－２「損傷程度の評価要

領」に基づきパターンを区分し、記録する。 

(4) 損傷程度の評価にあたって行われる部材等の状態の把握は、近接目視又は適切な方法

により行うものとする。 
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なる場合もあるので、点検項目は対象横断歩道橋毎に適切に設定しなければならない。 

部位・部材区分の「部材」は、例えば主桁、橋脚、支承本体等を指し、「部位」は部材

中の特定部位であり、例えば橋脚の柱部・壁部、梁部、隅角部・接合部等を指す。部位・

部材区分名称の図解を付録－１「定期点検結果の記入要領」に示す。 

鋼製橋脚の亀裂損傷は特に隅角部に生じていることが多く、構造上もこの部位の損傷が

重要となる場合が多いなど、点検項目によっては特に慎重に点検することが望ましい部位

等の条件があるので、留意しなければならない。これに該当する部位として、主桁のゲル

バー部、ＰＣ定着部、コンクリート埋込部並びにアーチ及びトラスの格点を取り上げ、記

録することとしている。主桁のゲルバー部、ＰＣ定着部、コンクリート埋込部については、

それらが属する各部材として、かつ、それぞれ単独としても取扱う。アーチ及びトラスの

格点については、格点部の構造を踏まえて適切にその範囲を設定する。 

なお、支承部とは、道路橋示方書では、「上部構造と下部構造との間に設置される支承

本体、アンカーボルト及びセットボルト等の上下部構造との取付部材、沓座モルタル、ア

ンカーバー等、支承の性能を確保するための部分をいう」とされている。この要領では、

表 6.3.1 に示す部材に区分しており、明記していないセットボルトについては「支承本体」

に、アンカーバーについては「その他」に区分する。また、取付用鋼板のうち、ベースプ

レートについては「支承本体」に、ソールプレートについては主桁に溶接されることが多

いことから「主桁」に区分されたい。また、制震ダンパー等は、「落橋防止システム」で

扱うものとする。主桁のゲルバー部に位置する支承については、「支承」で扱うものとす

る。 

また、適切な区分が行われたことの確認や補修補強のために損傷の原因や変遷など検討

をするときに活用できるように、損傷程度の評価を行ったときには、その根拠となった外

観の状態について、写真等で記録する。 

 

(4)の解説 

損傷程度の評価にあたっては、近接目視・打音・触診以外の方法も含めて、目的に照

らして部材等の状態の客観事実を的確に把握することができる方法を適切に選定するこ

とが必要である。そこで、近接目視・打音・触診以外の方法を用いる場合には、条件に

応じた誤差特性等を考慮し、技術の使用結果の利用の方法や適用範囲を別途検討した上

で使用することが必要である。このとき、用いる方法の仕様、誤差程度、キャリブレー

ション方法は、単に高水準な仕様や精度を求めるのではなく損傷程度の評価の目的に照

らして部材等の状態の客観事実を的確に把握できるように設定すればよい。また、上述

のように、損傷程度の評価には、客観性だけでなく、点検毎に採取されるデータ間で相

対比較が行えるような連続性、データとしての均質性も要求される。また、写真は、損

傷の発生時期や変化を客観的に把握するために定期点検間で比較されることが想定され

る。このとき、記録作業を支援するための機器等を用いる場合に構造物の外観の再現能



60 

力が明らかでない機器の記録では、比較・考察が困難となる。そこで、これらの情報の

活用のためにも、損傷の外観の把握の方法の適用性や誤差程度について現地でキャリブ

レーションするなどして記録しておくのがよい。ある一定の条件で採取するデータにつ

いて、機器等の特性から記録されていない可能性がどのような条件でどの程度、どのよ

うな特徴を有して存在するのかが明らかであることで記録されたデータの活用に有効と

考えられるので、キャリブレーションを行うにあたって考慮するのがよい。 

 

8.2.2 損傷の位置関係の整理 

 
損傷の相互の位置関係を俯瞰的に把握できる情報は損傷の原因の検討や損傷程度の評価

に有益と考えられる。その整理には様々な可視化技術も考えられるが、広く行われている

方法として損傷図として整理、記録するものとした。記録は、付録－１「定期点検結果の

記入要領」により行う。 

ここで作成する損傷図は、基本的には、定期点検時点で観察された損傷を対象に、損傷

程度の評価で「b」以上と区分されたものを記載する。必ずしも詳細な寸法等を記入する

必要はなく損傷の相互の位置関係等が分かるようにすることが求められる。また、個別の

損傷について、コンクリート部材のひびわれ、遊離石灰、うき、剥離、漏水、鉄筋露出や

鋼部材の亀裂など、損傷の原因の検討や損傷程度の評価に有益と考えられ、かつ、損傷程

度の評価として必ずしも記号化しきれない質的な情報や写真では伝えにくい質的情報につ

いても同じ損傷図にスケッチ等で補足し、整理、記録する。 

このような基本的な損傷図は、異なる観察時点間での損傷の比較や進展の厳格な監視を

行うことを目的としていない。必要に応じて、このような目的で損傷図を作成する場合に

は、別途作成する。別途作成する場合には、対象部材や範囲、対象とする損傷の種類や精

度をその都度決めることを基本とする。例えば、軽微なもの又は軽微な部分まで含めて損

傷の位置や広がり、進展方向が分かるように、損傷の起点・終点を正確に記載すること、

前回の記録と比較して差分や変化を正確に把握できるように記載するなどの工夫が必要と

なる場合が多い。また、配筋や鋼材配置などの構造の詳細と比べて、位置関係や進展方向

を正確に比較、把握できるように記載することも有用であると考えられる。 

  

(1) 損傷程度の評価において損傷の形態などの質的な特徴等について適切に記録する。 

(2) 8.2.1 にて分類しデータ化した損傷や(1)で記録した損傷について、損傷相互の位置

関係を俯瞰できるように整理し、記録する。 

(3) (1)及び(2)の記録の範囲や方法は、付録－１「定期点検結果の記入要領」による。 
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8.3 記録 

 

定期点検で行った客観事実としての要素等毎の損傷程度の評価や外観性状等のデータは

横断歩道橋の維持管理や横断歩道橋の劣化特性の分析への活用する上での基礎的な情報で

あり、適切な方法で記録し、蓄積する。 

 

9．定期点検以外の点検 

 

 

  定期点検は５年に１回の頻度で行うものであり、次回の定期点検までに横断歩道橋の

状態が変化し、横断歩道橋の機能に支障が生じる可能性がある。また、特定の横断歩道

橋に関し、施工不良や設計不備に伴う構造上の弱点等によって生ずる損傷や劣化に関す

る情報がもたらされることも十分考えられる。さらに災害や事故によって、横断歩道橋

に重大な損傷が生じる可能性についても常に考えておかなければならない。 

これらのことを考慮し、日常から横断歩道橋の状態を把握することに努めるものとし、

日常点検、特定点検、及び臨時点検について、それぞれの目的に応じた頻度・方法で積

極的に実施していくものとする。 

（1）日常点検の目的 

日常点検は、異常の有無を確認し、損傷の早期発見を目的に行うものであり、道

路パトロールの対象路線上の横断歩道橋については、年１回程度、道路パトロール

時に点検を実施し、それ以外の横断歩道橋についても可能な限り実施するよう努め

るものとする。 

（2）特定点検の目的 

特定点検は、施工不良や構造上の弱点が判明した等の事象に対し、特定の部位・

部材を対象に、発生事象の該当有無や状況把握を目的として実施する。 

（3）臨時点検の目的 

臨時点検は、異常気象等の発生により横断歩道橋の安全性を確認する必要が生じ

た場合や標識板、裾隠し板、コンクリート片落下等、道路利用者など第三者の安全

を阻害する状態の発生が懸念される場合等に実施する。 

  

要素等毎の損傷程度の評価等は、適切な方法で記録し、蓄積する。 

 

横断歩道橋の維持管理を適切に行う上で、日常から橋梁の状態を把握することの重

要性に鑑み、日常点検、特定点検、及び臨時点検等について、それぞれの目的に応じ

た頻度・方法で実施するものとする。 
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その他 

 

・参考文献 

1）平成28年道路施設現況調査要項（国土交通省道路局企画課） 

2）歩道橋定期点検要領（令和6年9月 国土交通省道路局国道・技術課） 

3）横断歩道橋定期点検要領（技術的助言の解説・運用標準）（令和6年3月 国土交通

省道路局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

浜松市横断歩道橋定期点検要領 改定等の履歴 

 

1. 平成 31年 2 月 浜松市横断歩道橋定期点検要領 策定 

2. 令和 2 年 2 月 浜松市横断歩道橋定期点検要領 改定 

3. 令和 3 年 3 月 浜松市横断歩道橋定期点検要領 改定 

4. 令和 7 年 ３月 浜松市横断歩道橋定期点検要領 改訂 

 


